地域開発政策の論理とその問題点 by 根本 和泰
121 
地域開発政策の論理とその問題点
根 本和
?
目次
はじめに
I 地域開発白概念分析
1. 「地域」という概念D定義
(1）「地域」概念の変遷
但）「地域」白意味
2. 「開発」という概念田定義
I 開発過程における社会変動
1. 地域開発の計画与件としてD社会変動
2. 社会変動町内容
(1）生産の場における社会変動
（副生活白場における社会変動
E 地域開発白目的
1. 目的概念1＜：含まれた福祉志向性と生産志向性
2. 目的概念としでの「福祉」の測定方法
(1）世論調査
(2）人口移動効率
｛副生活連関表
品）総合生活指標
町地域開発の実現過程一一開発行政由展開一一
1. 開随行政のメカニズム
(1) 中央行政における開発行政機講の問題点
（回開発行政における中央政府と地方自治体。関係
2. 地域開発における地方自治体の役割
おわりに
はじめに
現代の地域開発問題は，経済学，政治学，行政学，社会学等々の各分野
122 
にわたり，しかも単なる地域社会的な規模にとどまらず，さらには国民社
会的な規模で展開されており，きわめて広汎な問題領域を含んでいる。
しかも一国内の地域開発は， 国際的な後進国開発ー開発途上国〔deve-
loping country）の開発援助問題とも多くの共通点をもっており，前者
の意識で後者の問題を論じたり，後者の方法論を前者に適用したりするこ
とは可能のみならず，むしろ必要であるとさえ言われている。
本稿の目的は，まさにこの地域開発についての基本的なものの考え方，
論理構造を自分なりに確立しておこうという点にある。従って本稿はあく
まで基礎理論であるため，ある意味では，「むなしさ」がいたるところで
つきまとっている。しかも私はこれで地域開発の問題が分ったとは決して
思っていないL，むしろ書けば書くほど考えが混乱してきたことをここで
卒直に述べておきたい。
本稿の内容構成については，今までの地域開発論にみられるごとく，
「何を開発するのか」あるいは「何のために開発するのか」あるいは「開
発の手段は何か」といったような目的論，内容論，方法論を第一義的に論
じることよりも，むしろ「何を場にして開発は展開されるのか」といった
開発の「場」の問題から，「いかなるプロセ凡で開発を実現するのか」と
いった開発行政の問題に主眼を置いて考察してみた。
従ってまず第1に，地域開発の展開する「場」である「地域」なる概念
の歴史的変遷を背景に，開発の「場」としての「地域」ないし「地域社
会」（community〕が，その開発過程で，どのような構造と機能とをもつ
のかを考察した。
そして第2に， 「開発」なるものの概念規定を試みたのであるが，ここ
からさらに三つの問題を提起した。その第1は， 「開発Jという innova 
・tive actionの底流にあって，これを与件づけるものは何か，といった地
域開発の経済的社会的与件の問題である。これを地域社会に生起する社会
変動の問題として把握して考察してみた。その第2は，「開発」という
:innovative actionの向っていく方向ないし目標は何か，という地域開発
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の目的の問題である。そして第3は，「開発」という innovativeaction. 
の主体は何か，という地域開発を実現するプロセスの問題すなわち開発行
政のメカユズムの問題である。
工 地域開発の概念分析
1. 「地域Jという概念の定義
(!) 「地域」概念の変遷
地域開発を論じる場合に，「何を開発するのかJrどういう方訟で開発を
進めるのか」といった内容や方法について議論するだけでは十分でない。
「何を場にして開発は展開されるのか」といった開発の「場」の問題や開
発のプロセスの問題を含めて論じられてはじめて地域開発論はその意義を
もっ。そこでまず地域開発の「場Jである地域の概念ないし意義について
再吟味することからはじめよう。
わが国における「地域」の概念ないし意義は，わが国の地域開発の政策
目標の変遷とともに変化している。
わが国の地域開発の政策目擦の変遷はだいたい次のように分類される。
第 1図
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第1表地域開発の変遷
A B c 
啓発期（終戦一昭25〕 前期 復興期
第期（昭25一昭3日〕 資源開発中，r.主義D段階
復興期
後期
自立期
第二期（昭30一昭35) 工業開発中,r.主義昭段階 集中整備期
第三期〈昭35 昭40) 地域較差是正主義の段階 地方分散期 成長期
第四期（昭40ー現在〉 過密過疎対策D段階
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注
A!J)分類方法 ー松原治郎「日本自社会開発」福村出版
Bの分類方法 佐藤 竺「日本り地域開発」未来社
C!J)分類方法ー田原音和「地域社会と社会変動」（中野卓編「現代社
会学講座E」所収〉有斐閣
第一期の「資源開発中心主義」の段階（昭25-30〕では，一本の河川の
流践を中心としたような特定地域における電源や石炭などのエネルギー資
源の開発がさかんに行なわれたが，ここでの「地域」は主として自然的，
資源的条件によって設定されたものであり，行政区画については特に考慮
Cl) 
されていなかったところから行政単位としての「地域」ではなかった。
従っておのずとこの段階での地方自治体は，開発計画について，完全に
受身の立場になっている。また当時は食糧およびエネルギーの不足を解消
するという緊急要請に対応して，もっぱら資源開発に汲々とLていたため
投資効率などということを十分に配慮する余裕もなかったので経済関連単
位としての「地域」であるともいえない。たしかに電源開発などは復興期
における日本経済の成長基礎を作った意味では投資効率は大きかったとい
えるが，それもあらかじめの十分な予測計算の上でのものではない。いず
れにせよこの第一期では，主として自然的，資源的条件によって「地域」
設定がなされたのである。
第二期の「工業開発中心」の段階（昭30一昭35）では，国直轄の資源開
発方式は後退し，かわって地方)Jlj，府県別の地域振興計画が活発に策定さ
(2) 
れるようになった。このように，一方において地方自治体による地域開発
への動きが活発になるとともに，他方において経済の高度成長にともなっ
て重化学工業を中心とする民間企業の地方進出が強力に展開された。従っ
てこの段階における f地域」とは地方自治体を開発主体とする行政単位と
しての地域概念と，投資効率によって行動する民間企業の「場」である経
済関連単位としての地域概念とが止揚された形で設定されている。そして
この相矛盾した原理をもっこつの地域概念を止揚，結合へと導びいた媒介
は，この当時，深刻な財政窮乏化にみまわれていた地方自治体がその打開
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策として打ち出した工場誘致政策である。
第三期（昭35一昭40〕における地域概念は，次の三つの特徴をもっ。そ
の第1はわが国の経済は部門別，規模別，地域別にみてその発展の不均等
性は非常に大きくなり，とくに都市と農村，工業地帯と農業地帯との間の
経済力の不均等，格差によって発生，拡大した地域別の不均等性は非常に
(3) 
激しかった。このことから地域格差の是正ということがさかんに叫ばれた
のであるが，そのためには行政によ石民間企業の再配置が必要であった。
ところが行政が完全に私企業をコントローんすることはできない。そこで
！巨額の行政投資の先行投資による産業基盤整備によって民間資本を誘導す
るという手段が用いられた。しかもその行政投資の主体は大部分が地方自
(4) 
治体なのである。かくして「地域」は，ここでは大半が地方自治体を投資
主体とする「行政」投資であるというところから，あくまで高度に行政的
意味あいをもって設定されたものといえよう。第2に，しかし行政投資は
無制限かつ効率無視でなし得るものではないことから，限られた範囲での
重点的な配分が考慮されねばならない。それと同時に都市のもつ結節機能
(nodal function），管理機能が着目されて，その結果，都市を中核とす
る「拠点開発方向が採用されるにいたった。この意味で「地域」は「開
発拠点」としての意味を持つことになる。第3に，このような拠点開発方
式の意義は， 「開発拠点」を結節点（node〕としてその開発の波及効果を
周綾部に波及させようということにあるところから， 「地域」は nodal-
・region としての意味をもっ。この nodal-region （定訳がない〉とは各
部分が相互依存的で，しかも分業が財貨およびサーピスの交換に工って結
節されている一定の広がりをもっ範域，いいかえれば必ず外縁の区域がひ
とつの中心点一一ーすなわち node－ーに向っていくような形で広がってい
る範域である。この nodeがまさに新産業都市である。
第四期たる現段階（昭40以降〕を特徴づけるのは，いわゆる都市化の進展
』こともなう経済圏，生活圏の急速な広域化現象であろう。経済発展にとも
なう社会資本の充実は，地域間相互の連携と交流を促L，地域の広域的な
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経済的一体化をもたらすことになり，また交通通信網の発達は，都市の外
延的な拡大と，都市のもつ経済的，社会的，文化的集積の波及効果を地域
の各方面へ広汎に及ぼすことになった。このような地域経済の活動領域の
拡大は，地域開発に主体的役割を演ずべき地方自治体に対して，一方に行
政需要の拡大を，他方に財政資金の不足をもたらすことになった。なぜな
らば経済関，生活圏の拡大が進行すればするほど，地方自治体の負担する
開発のための行政投資はますます巨大化L，それも集中的，重点的な効率
のよい投資が要詩されるようになるからである。このようにして，たとえ
ば自治省の広域市町村圏構想のように基礎的地方公共団体レベルにおける
行政の広域的な処理（広域行政）の必要が叫ばれるようになった。そして
行政投資の巨大化が広域行政を必要としたということは，結局，裏返して
いえば，開発地域がますます広域化したことを意味しよう。つまり「地域」
開発が「地方」開発と同義に解されることになる。ところが，その広域
「地域」内への公共投資は投資効率の点から集中的，重点的になされねば
ならず，なお拠点開発方式がとられることになり，具体的にはnodeとも
くされる拠点、都市に集中的な投資がなされることになる。つまり現段階に
おける地域開発における「地域」は，一方において，それがますます広域
に考えられ，範域の発散的傾向がみられるとともに，他方において， node
としての拠点都市への収れん的傾向がみられるのである。なお nodeとも
くされる拠点都市への開発投資の集中は，昭和40年代の地域開発が，都市の
新開発，再開発にその内容の中心を変えていったことと対応する。昭和30
年代（第二期，第三期〕の地域開発は，道路，港湾，工業用地，工業用水，
鉄道など，主として産業基盤の整備を中心に推進された。しかし昭和初年
代のこのような産業基盤投資の集中は，昭和40年代になって経済構造の急
速な体質変化と同時に，資本と〈口の過酷な都市集中をもたらした。過度
の都市化は，市街地のスプロール化，地価の高騰，住宅の絶対的不足，生
活環境施設の不備，さらには都市公害などの深刻な都市問題を発生させ，
公共投資の対象を抜本的な都市改造，新都市建設などの都市開発に集中さ
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せることになった。すなわち昭和40年代（第四期）の公共投資は都市開発
(5) 
投資へと性格変化したのである。
(1）昭和25年1r国土総合開発法が制定されて四種白計画〔全国総合開発計画，都道
府県総合開発計画，地方総合開発計画，特定地域総合開発計画〉が策定されるこ
とになっているが， このうち特定地域総合開発計画がこの第一期（昭26〕に策
定，実施されたDみで，最上位に格付けされるべき全国総合開発計画は第三期
〔昭37〕1r，法律制定以来12年を経過してようやく閣議決定された。己目最上位
最下位の両計画は，それぞれなんの脈絡もないまま作成されている。さらにプロ
ック別の地方総合開発計商および都道府県総合開発計画ICいたっては今なお作成
されていない現状である。
この第一期の主要計画である特定地域総合開発計画は，全国22個所の特定地域
を指定L，主とLて多目的ダムの建設により，電源開発，食糧増産，災害防除を
目的としたものであり，アメリカ<DTVAを範とした開発方式である。
(2）地方別の開発計画としては，議員立法によって東北開発促進法（昭32），つづ
いて九州地方開発促進法（昭34〕および北陸，中国，四国の三J地方開発促進法
（昭35）が制定されたが，これらは昭和25年四国土総合開発法にいう地方総合開
発計画とは関係がない。なお昭和25年には北海道開発法，昭和31年ILは首都圏整
備法が制定されている。
また国士総合開発法の体系によるものではないが，実質上都府県総合開発計函
にあたるもりとしてこの第二期に各都府県は長期計画を策定している。（都府県
計画白策定状況については，宮沢弘「新国土計画論」有斐閣．（昭和43年〉白37頁，
各市の長期計画については，都市センター「新らしい都市財政」（昭和42年〕39頁
を参照〕
(3) 昭和38年9月。地域経済問題調査会り答申は，こ白地域的不均等，格差ICつい
て次のように述べている。
日本経済白高度成長り結果，経済力は京浜，中京，阪神，さらには瀬戸内海沿
岸という，いわゆる太平洋ベルト地帯1r極度に不均等集積をなL，こりため経済
力の地域的不均等は日本経済を，京浜を最先端にしだいに中京阪神さらには瀬戸
内へと求心的構造の形成をもたらした。そしてこの「求心的構造は経済力の地域
間格差を拡大L，既成大集積地IC過密の弊害を発生させた」という。
品） 自治省の「都道府県別行政投資実靖J調査によると都道府県および市町村とい
った地方自治体が投資主体となっている行政投資額は，昭和33年で全体の80%,
昭和38年で75%という大きな比重を占めている。
(5）拙著「地域開発事業白事業主体」（都市問題61巻5号） 65頁
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(2) 「地域」の意味
このように地域開発の政策目標の変遷に対応して「地域」の概念ないし
意義は各段階ごとに変化しているが，この「地域」という具体的な「場」
で展開された開発の内容は，主として工業化，と〈に重化学工業化をめざ
して，巨額の公共投資によって行政施策とLて集中的に行なわれたところ
の産業基盤の整備であった。そして生活環境基盤の整備は劣後的地位にお
かれ，結局はそのまま放衡されていたのが現状であった。極言すれば地域
開発即経済開発，経済開発即地域開発と考えられていたと言い得ょう。こ
のような経済開発の偏頗な進展にともなう諸矛盾の激化は二つの方面から
その反応をよびおこすにいたった。その一つは，この偏頗な経済開発にと
もなう多くの障害が社会問題化して地域住民の不満にまで膨張し，さらに
は人間生活の尊重とか，社会改造といったことの国民的要求にまで発展し
たことである。他の一つは，この社会的障害が経済開発そのものに否定的
イγパグト（counter-Jnpact〕を与えるにいたり，「経済開発を実施する
条件を整備し，また経済開発の結果発生する摩擦を除去することなどによ
って経済開発を有効内滑に進める手段」を見い出さざるを得なくなってき
たことである。こうして従来から重点的な行政施策として優先されてきた
産業基盤の整備＝経済開発ということに加えて生活環境基盤の整備＝社会
(2) 
開発も早急に行なうべきであるという反省がなされ，地域開発における「均
衡のとれた経梼開発と社会開発」（balancedeconomic and social dev 
elopment）ということが言われるようになった。
ところが「均衡のとれた経済開発と社会開発」といってもその両者の具
(3) 
体的な均衡関係の理論展開はいまだ不十分であり，しかも新しい概念とし
ての社会開発も，これによって解決が期待される諸々の問題がほとんど人
間生活の全分野にわたっているため，どうしても「社会開発」の実態は網
(4) 
羅的かつ不明瞭なものになっている。
それではなぜ一一経済開発一一特に工業開発ということが一方的におし
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進められ，地波開発即経済開発，経済開発即地域開発ということになって
しまったのだろう。さらには，このような経済開発の偏重に対する反省と
して社会開発ということがせっかく生れてきたのに，それが相変らずわけ
のわからないものに終っており，従ってまた経済開発と社会開発の均衡関
係ということについての理論的分析もおろそかにされているのはなぜであ
ろうか。
その理由としてまず第1にあげられることは，地域開発というものが
「地域」という具体的な「場」で展開されるのだという点を無視している
ことである。すなわち地域開発の展開する「場」である「地域」というこ
となどは問題ではなし地域開発において最も重要な問題はそれによって
国民経済全体がどのように発展するのかということである←ーといった考
え方である。たとえば，「地域開発は少なくとも次のような諸点において
きわだった特徴をもっ限定された開発である。その第1の条件は開発の窮
極の目的が一地方あるいは一地域だけの振興，向上にあるのではなくてそ
れを通じて国家社会全体の繁栄と発展もしくは安定に寄与しようとする意
図にみちびかれたものであり， 地域開発は国土の一部分において，な
(5) 
んらかの国家意志を内蔵しつつ展開する国家政策の一種である」といった
国民経済全体の観点から地域開発を考えようとする場合には，おのずと地
域開発はいかなる「場」において展開されるのかといった地域的観点はど
うしても退りぞけられることになる。しかし地域開発は「地域」という具
体的な「場」で展開するものであり，しかも地域開発によって開発される
のはその「地域」であるということを全く否定することは可能であろうか。
台しろ，国民経済的観点からの経済合理性ということのみに拘泥したため
に，経済開発の儒重にともなっていろいろな矛盾やひずみが発生したので
十はないだろうか。またこのような考え方に立脚する限り，社会開発という
ことや「均衡のとれた経済開発と社会開発」ということが重要な問題とし
て認識されることはないとも言えるのではないだろうか。
かくして地域開発ということを考える場合に，国民経済的観点よりも地
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域的観点一一地域開発は「地域」という具体的な「場」で展開L，そり
「地域」が地域開発によって開発されるのであるという考え方ーーをとる
べきであると考える。
ところが，たとえ地域開発を地域的観点で把握し，開発の「場」として
「地域」という概念を用いても，それが全く異なった二つの意味を含むと
いうことが十分に理解されぬまま漠然と用いられていることが多い。すな
わち「地域」の意味には，一方に経済指標にもとづく地域生産性の向上を
目的とする経済開発の「場」としての「地域Jと，他方に地域住民の生活
水準ないし福祉水準の向上を目的とする社会開発の「場」としての「地域」
の二つが含まれている。すなわち「地域」を地域経済単位としてつかむ場
(6) 
合と，地域住民の生活単位としてつかむ場合の二つである。この両者を区
別することなく漠然と用いる限り，社会開発の意味はいっこうに明白にさ
れぬまま，ひいては「均衡のとれた経済開発と社会開発」ということの内
実もあやふやなままおわってしまうことになろう。
このことはたとえば地域開発の政策目標のひとつであった「地域格差。
是正」という場合の「格差」の意味内容についてもあてはまる。従来，こ
の「格差」の意味について十分に内容を検討することな〈ただ漠然と「格
差是正」ということが叫ばれてきたのであるが，しかし開発の「場」とい
う観点を考慮すれば，この場合の「格差」の意味は二つあることになる。
すなわち，その一つは経済指標にもとづく地域生産性の格差であり，他の
一つは地域住民の生活水準ないし福祉水準の格差である。そして前者の意
味での格差是正が経済開発であり，後者の意味での格差是Eが社会開発で
あると言えよう。
そこで，このように地域経済単位としての「地域J概念と住民の生活単
位としての「地域J概念というように一応の区別をしたうえで，さらにこ
の二つの概念を包括する意味において「地域社会」（community）という，
両地域概念の上位概念をここで提起Lておきたい。この「地域社会」とは
地域開発における経済開発の「場」であると同時に社会開発の「場」でも
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ある。すなわち経済開発と社会開発という二つの意味内容をもっ地域開発
というものの展開される「場」がまさにこの「地域社会」であると定義し
Tこい。
ところがこのように定義した場合に若干の問題点が生じる。まず第1に， l
地域経済単位としての「地域」概念と住民の生活単位としての「地域」概
念とを止揚してさらに「地域社会」という上位概念を設定したのであるが， i
この止揚の論理的な過程ないし何を媒介にして止揚したかということの説
明がなされねばならない。このことについては地域開発の目的概念の箇所
(Il地域開発の目的〕で詳しく論ずることとして，ここではただ次のよう
に言うだけにとどめる。すなわち地域経済単位としての「地域」を「1君」
として展開される経済開発の目的は「地域生産性の向上」であり，また住
民の生活単位としての「地域」を「場」として展開される社会開発の目的
は「住民の生活福祉水準の向上」であるが，経済開発に福祉志向性を，社
会開発の目的に生産志向性をもたしめることによって両者は止揚，統合さ
れて地域開発の目的が形成される。そしてこのような内容を目的とした地
域開発の「場」が「地域社会」なのであると。
次に第2の問題点は，地域開発の「場」としての「地域社会」はどのよ
うな構成をなしているかということである。ここで注意しなければならな
いのは，開発の「場」である「地域」を地域経済単位としてのそれと住民
の生活単位としてのそれとに区別L，さらにその上位概念として定義した
「地域社会」という概念範鴎はすべて地域開発の論理構造を分析するため
の高度に抽象的な分析用具にすぎない。従って次に論じようとしている「地
域社会」の構成といってもそれはあくまでも概念上のモデルとしてのそれ
であって，我々が日常生活のうちで体験する現実の「地域社会J－一事実
(7) 
として実在する「地域社会」ーーそのものではない。
そこで「地域社会」（community〕という概念を構成する要素であるが， l
マッキ｛ノミ－ (R. M. Maciver〕は次のようにいう。 communityとは
人聞の共同生活が行なわれる一定の地域（Area）であり，その基礎は①立
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(8) 
地性（locality〕と②共同体意識（communitysentiment）よりなると。
またロス（M.G. Ross〕は communityをその構成員からみて二種類に
分ける。その一つは「ある特定の地域に住む住民の全部を意味する」とこ
ろの「地理的地域」（geographicalcommunity）であり，他の一つは
「福祉とか農業とか教育とか宗教とかというような，ある共通の関心を，
又は機能をもっ人々の集団を意味する」ところの「機能的地域」（func-
(9) 
tional community）である。マッキーバーとロスの主張はそれぞれloc-
ahtyと geographicalcommunityおよび Commumtysentiment 
とfunctionalcommuuityというように対応しているように考えられる。
しかし commuuityの基礎としてこの二要素だけでは不十分である。プ
ラγクウエノレ〔G.W. Blackwell〕は「communityとは，その働きに
よって，そこに住んでいる人々の大多数がみずから欲求を満しうるような
基本的で相互関連的な諸施設が組み合わせられている場所であって，その
結果として，なにほどかの一体感が成長L，あたかも実体をもつかのよう
(10) 
に共に行動する潜在的能力をも備えるようになるものである」という。こ
こでは①地理的地域や②共同体意識とともに③生活諸施設の組み合せによ
って基礎づけられた生活行動の相互関連性，相互依存性ということが指摘
されている。このことは100に近い著作物から communityの定義を整
理したヒラリー〔G.A. Hillery）が指摘しているような，①地域（Area)
③社会的相互作用（socialinteraction）③共通の紐帯（common-tie〕
(II) 
ということと一致する。
かくして「地域社会」〔community）の概念は次の三つの構成要素から
成るものと考えられる。
①人間の共同生活が行なわれている特定の地域であるという地理的範
域としての地域。
② その地域内における住民の生活行動は相互関連性，相互依存性があ
り，この地域と生活行動とを結びつけるものは生活諸施設の組み合せ
であるという社会的相互作用。
地域開発政策目論理とそ由問題点 133 
③ 同一地域内に住み，相互作用をもった生活行動によって生活してい
る住民が自分達は生活上の共通の利害をもって存在しているのだと意
識し，しかも皆で共に行動しているという潜在的可能性も含んだとこ
《12)
ろの共同体意識。
「地域社会」（community）が地理的地域性，社会的相互作用，共同体
意識という三つの構成要素からなるということは，「地域社会」を静態的に
分析した結果であるが，これを動態的にみることもできる。つまり「地域
社会」も一つの社会体系（socialsystem）である限り，これを機能的に
みることも可能なわけである。
文化人類学者である B.マリノフスキー（B.Marinovski〕は人聞社会
(13) 
が存続するために必要とされる文化的至上命令は次の四つであるという。
① 道具と消費財からなる文化的装置を生産L，使用L，維持しなけれ
ばならず，また新しい生産によってそれらを更新しなければならない。
②人聞の行動を規制する技術的，慣習的，法的，道徳的規制の体系を
っくり，人聞の行動を賞罰（sanction）によって統制しなければなら
ない。
③すべての制度の維持者たる人間的素材を更新，形成，訓練L，部族
の伝統の完全な知識を与えなければならない。
④各制度内部の権限を規定L，それに力を付与し，その命令の実行を
強制する手段を供与しなければならない。
従ってマリノフスキーの文化的至上命令を社会体系の機能的要件と言い
換えるならば，①は経済的再生産機能，②は社会統制機能，③は教育と種
の再生産機能，③は政治行政機能と言うことができる。
またT.パーソンズ（T.Parsons〕は社会体系の均衡ないし持続がたも
たれるために必らずみたされねばならない機能的命令として次の四つをあ
(14) 
げる。
① 価値体系の統合とその制度化を維持すること。（tomaintain the 
mtegnty of the .value system and its institutionalizat旧n)
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これはさらに文化という通路を通じて制度化された価値を変動させよ
うとする圧力に対抗して体系を安定的にたもとうとする「価値パター
ンの維持」〔latent-paternmaintenance and tension manage 
ment) と， 制度化された役割期待に同調しようとする個人の動機づ
けをおびやかす「動機づけの緊張」の処理（motivationaltension 
management〕とに分けられる。
② 自己完結的な目標の充足ないし達成（consuma tory goal gra tifi 
ca ti on or a ttammen t〕
③ 目標の状態を達成するという目的にかなうように，環境を統制し適
応せしめること。（controllingand adaptmg the environment 
for purpose of attammg goal states) 
④体系が有効に機能していくように単位の聞の関係についてその連帯
を維持するという「体系の統合」（systemin tegration）。
青井和夫はこのパーソ γズの社会体系の四つの機能的要素を要約して次
のようにいう，「〔③の）環境適応（Adaptationof environment）とは
ある社会が特定の自然的，社会的環境の中で生きのびるために必要な一般
的資源（物的資源，情報的資源）を獲得することであり，（②の）目標達
成（Goalgratification）とは，それらの資源と成員を動員して，特定の
目標を達成することである。これに対して〔④の）体系の統合〔Integra-
tion of system）とは，その社会を構成しているところの成員相互間，
下位体系相互間を統合調整することであり，（①の）価値パターンの維持
(Latent-pattern maintenance）とは必要な価値を成員に内面化し，か
(15) 
れらの内部的緊張を処理することを意味する」と。
そして社会体系に関する機能的分析をなしたマリノフスキーの主張とパ
ソー yズの主張とは次のように対応するものと考え得る。
経済的再生産z環境適応（A)
政治行政＝目標達成（G〕
社会統制＝体系統合 (I〕
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教育と種の再生産＝価値パタ－／＇の維持 CL〕
そこで「地域社会」もひとつの社会体系である限り，この四つの機能的
要素によって基礎づけられることになり，従って「地域社会」の開発＝地
域開発ということもこの四つの機能的要素に対して考えられることになる。
つまり①経済的側面（環境をよりよく統制，適応せしめるという側面〕②
政治的側面（目標達成への方策がたてられるという側面〕，③社会的側面
（目標に向って統合がはかられるという側面〉＠教育・文化的側面（新し
い成員を生み育て，かれらに社会的価値をうえつけるという側面）という
四つの機能的側面から地域開発ということが考えられるべきである。
そして地理的地域，社会的相互作用，共同体意識という三つの構成要素
からなる「地域社会」の開発は，「地域社会」の機能的要素という観点か
ら次の四つの内容をもつものと考えられる。
① 環境適応（A)・ ー「地域社会」に潜在する物的，情報的資源を活用
して，地域住民の生活が経済的に豊かになるように（具体的には住民
の所得水準の向上を目指して〕産業基盤の整備をはかること。
② 目標達成 CG）・…・・地域住民の知識と意欲の向上をはかるとともに，
地域住民の自己実現と発言の場をつくり出すこと。
③ 体系統合 (I〕 日社会的連帯性の確保と地域住民の相互協力の態
勢を整え，一定の目標に向って統合していくように誘導することo
④ 価値パタ－ ／＇の維持（ L〕 ・地域住民の生活を支える生活環境施
設および生活環境シ只テムといった生活環境基盤について，その整備
をはかること。
通常，わが国では， CA〕を経済開発， CL〕を社会開発と概念規定する
場合が多いが，国連などにおいては，（G〕(I〕（L）を含めて社会開発
といい，これを（A〕の経済開発と対置してその均衡関係を考えているよ
うである。
(1）人口問題審議会「地域開発に関L，人口問題の見地から特に留意すべき事項に
ついて白意見」昭和38年8月，（厚生省大臣官房企画室編『住民自生活と新産業
136 
都市』 167頁所収）
(2）わが国で初出て「社会開発」という考え方を取り上げたDは人口問題審議会。
昭和38年8月の意見書である。もっとも人口問題審議会はこの前年（昭37)7月
に「人口資質向上対策に関する決議」を提出L，その中に「社会開釦という言
葉を使っているが，本格的な「社会開発J理念の理論展開はこの昭和38年8月の
意見書が初めである。また同じく昭和38年6月には厚生省人口問題研究所が国連
社会局の資料を紹介しながら「社会開発に関する諸問題国連資料による分析J
をまとめている。しかしこれは単に国連り考え方を紹介したにとどまりわが国へ
の具体的適用までにはいたっていない。
なお国速において「社会開発Jということが初めて言われ出した白は1961年12
月19自の国連総会における「開発10年り決議」（UnitedNations Development 
Decade, Resolution Adopted By the General Assembly, 1710〔XVI)19, 
Dec., 1961）であろう。（UmtedNations Development Decade, Proposal 
for Action, Report of the Secretary-General, 1962 CEβ613Jを参照のこ
と〉
(3）事実，国速においても両者の相互関係を理論的IC分析することは困難であると
みてか，もっぱら経験的，実践的アプローチをなしている。従勺て国連の場合，
ケーススタデイが中心となっており，この種の報告書は非常に多い。代表的なケ
ーススタデイとしては， UnitedNations, Plannmg for Balanced Social and 
Economic Development, six country case stud児島 preparedby the De-
partment of Economic & Social Affairs. (E〆CN.5〆346〆Rev. 1, ST〆
SOA/56〕， NewYork, 1964. 
但）社会開発について取り扱った政府，名諮問機関の報告，答申，意見は次の工う
である。
昭38. 8 人口問題審議会
「地域開発IC関l..人口問題D見地から特に留意すべき事現jについ
ての意見
昭38. 9 地域経済問題調査会
「経済の高度成長を維持Lつつ，各地域相互聞に均衡のとれた経済。
発展を実現するための総合的かつ基本的方策」 IC闘する答申
昭38.12 厚生省
新産業都市関係道県社会開発セミナー
〔厚生省大臣官房企画室編「住民の生活と新産業都市」大蔵省印刷局，
昭39所収〉
昭39. 8 厚生省
厚生行政由課題
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昭39.12 経済企画庁
社会開発白基本構想について
昭40. 7 社会開発懇談会
中間報告
昭41.11 国民生活審議会
「将来における望ましい生活白内容とそ白実現のための基本的政策」
に関する答申
昭42. 3 経済企画庁
経済社会発展計画一一40年代へり挑戦
昭42.10 経済審議会地域部会
口高密度経済社会への地域課題」報告
昭44. 4 経済企画庁
新全国総合開発計画
たとえば経済企画庁「社会開発の基本構想」においては，社会開発を経済開発
との併置概念として扱いながらも，その積極的概念規定は困難であるとしている。
すなわち「社会開発という言葉は，しばしばそれと対置してあげられる経済開発
という言葉と同様に理論的であるよりもむLろ政治的，実践的な言楽であるロ強
いて言うならば．社会開発とは生活を豊かにすることであり，福祉を向上させる
ことである。」そして「社会的といい，経済的というとき，実際問題として明確
な区別をすることは困難である」と言う。
また社会開発懇談会中間報告にいたっては，佐藤首相の私的諮問機関というこ
ともあって，その内容は全く政治的スローガン化しており，総括的，常識的な範
囲にとどまっている。しかLそれでも「社会開発Dような著しく複合的で総合を
要する政策の場合ICは方法論の重要性は特l己大きい」として「社会開発の推進に
ついて」という一節を設けて実施。方法を列挙していることは注目して工い。
こ白ように社会開発は政治的，実践的なもりであるという認識に立つ限り，そ
れはおのずと複合的，総合的というよりも総花的，網羅的なものとなり，従って
わけの分らない不明瞭なものとならざるを得ない。
(5）穴戸寿雄「地域開発り歴史的変遷」（土屋清監修「日本白地域開発」総合政策
研究会昭和38年〕 35頁
（日）地域経済単位としての「地域」とは，生産が!'1間的に自己完結L，生産物が消
費に向って流通しおわる空間範域であり，その構成は，産業的に特化Lた異なる
生活地域に展開される社会的分業，特に商品流通の仕方と労働者の生活地域聞の
移動白仕方によって規定される。一方，生活単位としての「地域」とは，就業，
消費による直接的，定常的な生活過程の完結する空間範域であって，各生活地域
は，経済単位としての地域白サブシステムを構成する。そして上位システムで
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ある生産経済単位としての地域と下位システムである生活単位としてり地域とを
結合する媒介は，労働力白需給である。 （国民生活研究所「地域経済白発展と地
域住民の生活圏に関する研究」昭和42年 7～8頁）
廿）すなわち，「地域社会」の概念の理想化的な観念と，そD現実把握的側面とし
てり「地域社会」（ある特定の「地域」 D範囲において研究。対象として取り上
げた社会）とは区別して用いるべきであると考える。なぜならば， こりような
「地域社会」の組織化。企図は，対象となっている現実に直接向けられているの
ではなく，純粋に，理論D組織化IC向けられているからである。〔中野卓編「地
域生活の社会学」現代社会学講座第2巻，有斐閣昭和42年， 17-19頁）
従って，現実把握的側面としてり「地域社会」は，外部環境の変化と共IC多様
な変化を示品すオープンシステムであるが，理想化的な観念として描かれる「地
域社会」は，外部環境の変化とは無関係に自己完結するクローズドγステムにな
らざるを得ない。
(SJ R. M. Maciver, Community, 1917, pp 32 
（日1) M G. Ross. Community Organization, Theory and Pnnc1ples, 1955, 
岡村重夫訳「コミュニテイ・オーガニゼーション，理論と原則」全社協昭和38
年， 52-53頁
側 G.W. BlackWell，“A Theoretical Framework for Sociological Rese-
arch in Commumty Organization," Social Forces, Vol. 33 1954, pp. 58. 
(l) G. A. Hillery，“Defm1t1on of Commumty Areas of Agreement," Rural 
Sociology, Vol. 20, 1955, pp. 194-204. 
（防 マッキーパーはこり共同体意識（CommumtySentimenのをさらに三段階に
分ける。（R.M. Maclver, op. cit) 
① We-feeling （我々 意識〕・ 自分遣は同一地域に居住し，相互作用性をも
った生活行動によって生活している白であるという意識。
① Role feeling （役割意識〕・・こ白共同体（Community）の中で自分が務
めるべき役割，果すべき機能は何か，あるいはこの共同体の中で，自分はど
のような利害をうる白か，といった意識。
① Depending-feeling （依存意識〉ー地域〔Community)IC対する愛着や
誇りといった感情的（esthetic〕な意識。
間 B.マリタフスキー著，姫岡勤，上子武次訳「文化の科学的理論」岩波書店
昭和33年， 141頁
(l<) T Parsons & N J. Smelser, Economy and Society, 1956, pp 16-20 
富永健一訳「経済と社会」岩波書店昭和43年， 26 31頁，なお T.Parsons, 
Working Papers m the Theory of Action, 1953, pp. 242-245を参照のこ
と。
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伺青井和夫「社会開発論白構想」（福武直編『地域開発白構想と現実』 E 東大
出版会昭和44年所収） 271-276頁。なお富永健一「社会開発。ための基礎理
論」（『中央公論』昭和40年3月号） 72頁以下も参照。
2. 「開発」という概念の定義
地域開発という概念を分析しようという意図のもとに，今までのところ，
まず開発の「場」である「地域」（community〕の概念規定を試みてきた。
次に必要なのは「閲発」（development）という概念の定義である。
これについては， まず二人の社会学者の定義を紹介しよう。すなわち
「開発とは物的資源なり，生産力なり，人間能力なりを積極的に発見し，
育成L，発展させる施策，しかも社会の特性に応じて，それの合理的な展
開を効果的に誘導援助し，さらに将来に向つての可能性を最大限に発見せ
しめるような施策をいう。しかもそれらを自然のままの放任ではなくて，
そしてまた単なる思いつきでもなくて，社会の起り得ベき変動を事前に予
測し，将来に向って明確な計画にもとづいた効果的な投資の形で，公共的
(1) 
に行なう必要がある」といい，また「開発には①積極性②事前性＠計画性
④公共性⑤投資性という五つの意味内容が含まれているように思われる。
それは単なるルーティ Y・ワークではない。また問題が発生してから後
に，それをつくろうための事後的な救済策でもない。人間能力なり物的
資源なりを積極的に発見L，育成し，発展させる施策である。従ってそ
れらの背後には思いつきゃ放任ではなく， 明確なプラ Yに基づいた計画
性がなければならず，一部の層，職業，性，年令だけでなくて，社会また
は地域社会全体のためであるという暗黙の前提があるようにd思われ~~と
もし、う。
そこで概念としての「開発」とは，いかなる属性によって規定されるこ
とになるのだろうか。まず経験的な観点かう，多くの人が重要性を付与す
るだろうと思われるいくつかの特性項目をあげると次のようになる。
第1に「開発」（development）を「発展」といわないのは，それがある
客観的な事態を実現するための，ある一定の行動（action〕をいうからで
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あって，状態〔situation）を示すものではないからである。
第2に「開発」という概念はある矛盾一ーたとえば地域格差，過密，過
疎などーーを解決するために生れてきたものであり，逆にいうならば，そ
ういう解決すべき問題点，矛盾があるからこそ生れてきた概念である。す
なわちそういった矛盾ないし問題点を解決しなければならないという社会
的ユーズに応えるべく登場するのが「開発」である。従ってこの社会的ユ
ーズが，「開発」を達成するために向けられる努力に刺激（incentive）を
与えることによって，「開発」は現実の行動に移される。たとえば所得水
準の上昇は，自由時間の増大や大量消費の傾向とあいまって新しい開発需
要を拡大するであろう L，また道路，環境施設，教育サーピス等の社会的
消費手段の不足にともなうそれらの充足への欲求は，「開発」を実際に起
させる大きな誘因となる。
第3に「開発」が現実の行動としてなされるためには，エーズのみなら
ずそれだけの開発能力が必要である。「開発」がどの程度の効果をあげる
かは，その能力如何にかかっている。この開発能力は，その地域の所有す
る人的資源知識情報量，物的資源等のストッグと，これらの開発資源をユ
ーティライズできる民力水準の両者によって規定される。
第4に「開発」という場合にその前提として社会ないし国家における変
動（socialchange〕という一般現象が考えられている。この社会変動を
制御（control〕したり，管理（manage）したりするのが「開発Jとい
えるのではないだろうか。
第51こ「開発jはまたある困難に直面した場合に，これをなんとかして
打明していこう Eいう革新 (innovation〕の意味も含んでいる。すなわち
ある行きつまりをなんとか工夫して打開（innovate）していこうというと
きに，これを「開発」という概念で把握できる。
第6に「開発」には企業とか民間団体，あるいは住民の参加協力（par
ticipation〕ということが必要不可欠である。というのは，その地成社会
には既存の住民の日常的な生活行動がっくりあげた伝統や慣習が生きてい
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るのであり，さらにはいろいろな社会的資源（施設，機関，集団〕も存在
しているからであり，これらを無視して「開発Jを企画することは単にこ
れらのもつエネルギーを無駄にしているだけではなく， 「開発」そのもの
が不成功に終ることになろう。
第7として，一般に「開発」は行政施策として事前に綿密に立てられた
長期計画のもとに公共投資の形で行なわれる。ここで特に重要なのは総合
計画の策定過程と開発事業の実施過程のメカニズムである。
このように「開発jという概念を規定する属性として，いくつかの項目
があげられるが，このような経験的洞察から得られる一般化にもとづいて
「開発」概念を定義すると，「開発」とは地域の中に潜在している経済的
価値および社会的価値を計画的に顕在化し，さらにはそれらをある一定の
目標に向って計画的にγ兄テム化するという革新的行動〔innovativeact-
ion〕である，と言い得よれ
しかしこのような抽象的定義には，説明を要するい〈つかの問題点が含
まれている。
第1に，地域に潜在している経済的および社会的価値すなわちポテ＂／ Y
ヤノレとは何かである。これはまさに開発行動をプタシュし，プノレするとこ
ろの社会的ニーズと開発能力の問題である。開発行動は社会的ニーズとい
う刺激ないし誘因（incentive〕がイ yプットされることによって惹き起き
れ，その凋発行動のアウトプットとしての効果の程度は，地域の開発極力
によって規定される。従って開発行動のインプ γ ト要素として社会的ユー
ズがあり，アウトプット要素として開発能力がある〔第2図，第3図〉。地
域のもつ経済的，社会的ポテ＂／ Yャノレとは，まさに開発行動をイ yプット，
アウトプットの両面で規定してくる社会的ニーズと開発能力の大きさをい
（刺激）
（抑圧）
第 2図
アウトプット要素
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第 4図
他地域における開発
発展の波及効果
う。すなわちポテンシャルは，開発行動の可能性ないし客観的な開発適性
度を示めすものである。
第2に，潜在している価値（ポテンシャル〉の顕在化およびシステム化
という行動（action〕を与件づけるものは何かということである。換言す
ると， 「開発」という行き詰まり打開的 (innovative）な行動（action)
の底流にあって，計画の経済的社会的与件となるものは何かということで
ある。これこそまさにその地域社会に生起する社会変動〔socialchange) 
であると考えるのであるがこれについては次の「E開発過程における社会
変動」の章で詳しく理論展開Lてみたいと思う。
第3に，顕在化ないし統合という一連の「開発」行動はある一定の目標
に向って方向づけがなされているのであるが，その目標とは何なのかとい
うことである。すなわち地域開発の究極の目標ないし理念の問題であるが，
これを「E地域開発の目的」と題してあらためて考えてみたい。
第4に，顕在化ないし統合という行為，言い換えれば「開発」という行
動は現実の施策としてどのように行なわれているかということである。一
般に「開発」は行政施策とLて，行政計画一一それは総合的かつ長期的な
計画でなければならないーーのもとに公共投資を主要な手段として行なわ
れる。しかもその主体者は行政主体であるが，しかし企業や民間団体ある
いは住民の積極的な参加協力（participation）を本質的に必要不可欠の
ものとしている。すなわちここで問題とされるのは，誰がどのような計画
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をどのように策定すべきか，そして誰がどのようにその計画を実施するの
かという，開発主体を中心とする開発行政のメカユズムの問題である。こ
れを「JV地域開発の実現過程」の章で「開発行政の展開」という副題をつ
けて詳しく論じてみたい。
従って以下の章において取りあげられるべき問題点をまとめてみると，
第1に「開発」という innovativeaction与件づけるものは何か，第2
に「開発」という innovativeactionの向っていくべき方向ないし目標
は何か，第3にこのような innovativeactionをなす主体は何かという
ことになる。
(1）松原治郎「日本自社会関知福村出版昭和43年， 177頁「社会開発と社会教
育」（『社会教育』昭和40年11月号， 9頁。
位）青井和夫，上掲書， 267頁，「社会開発D問題」〔『自治研究』昭和39年11月号〉
(3) 自治省行政局振興課「地域社会の変動に対応する市町村行政のあり方IC関する
調査研究報告書」昭和43年3月，国土計画協会， 15頁
品） 自治省行政局振興課「市町村計画策定方法研究報告」昭和41年3月．国土計画
協会， 28 46頁
Il 開発過程における社会変動
1. 地域開発のモティベーションとしての社会変動
地域開発とは，地域社会（community）の中に潜在している経済的価
値および社会的価値を計画的に顕在化し，さらにはそれらをある一定の目
標に向って計画的に統合するという革新的行動（innovativeaction）で
あり，この innovativeactionは地域社会を「場」として展開される
というのがこれまでの論旨であった。
それでは，この innovativeactionの経済的社会的与件は何か，すな
わちどんな計画与件にもとづいて「開発Jは推進されるのか一一これがこ
の章において取りあげようとしている問題である。
ある既存の地域社会にひとつの強烈なイ Yパグとが与えられると，その
〈日
後進的な地域社会構造はきわめて急激に，高度に「近代化」された地域社
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会構造へと変革していく。そしてこの急激な変牟にともなって，地域社会
の中に物質的，精神的な混乱や不適応現象がひき起される。この一連の過
程を社会変動（socialchange）という。そしてこの社会変動には病理的
なものと生理的なものとが考えられ，病理的な社会変動は事前的に予防せ
られ，また事後的に矯正されねばならないし，生理的な社会変動は，なお
将来に向けて適正な方向づけがなされねばならない。ここに社会変動のコ
ントロールが必要となる。そしてこの適正なコントローんを欠いた場合に，
地域社会の中にひき起される物質的，精神的な混乱と摩擦はますます激化
することになろう。いずれにせよ，この社会変動をコ Y トローんする必要
があるということ，このことがまさに「開発」行動の計画与件となってい
るのである。
それでは地域社会の後進的，前近代的な社会構造を急速に変革せしめた
最初のイ yパクトは何であろうか。それは，高度に機械化された生産工程
をもっ第2次産業（工業とくに製造業〕の大規模な進出にともなう地域社
会の工業化（industrialization）である。
この工業化とは「ビジネスとして営まれ，自由な労働と自由な市場とを
く2)
前提としているところの，機械化された工場生産の出現」のプロセスを言
うが，この工業化はあまりにも急激かっ放縦に展開されることが多い。こ
の場合に地域社会に潜在している経済的価値はアγバランスなまま顕在化
することになる。具体的に言えば，地域産業構造の不均等発展とその生産
性および所得のアンパラ γスが発生するのである。この地域経済のアンバ
ランス一一見方を変えていえば地域社会に潜在している経済的価値の7'/ 
パラγスな顕在化ーーを是正して計画的に適正に統合することが経済開発
の本来の内容である。
ところがこのような工業化は地域社会の経済体系に対するインパクトの
みならずもっと一般的に社会体系に対しても強烈なイ Yバクトを及ぼす。
工業化による地域社会の経済体系に対するイ yパクトはあくまで特殊的で
あるが，やがてこれが地域社会体系に対するインパクトとしてどうしても
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一般的，全体的なものへと波及，拡大していかざるを得ないのである。こ
の社会体系に対するイ γパグトは地域社会の社会構造そのものを大きく変
動させるのであるが，この過程で物質的，精神的な混乱，不適応現象が生
じるのである。そしてこれらの混乱，不適応現象を適正にコントロールし
ようというのがーーすなわち地域社会の社会的な潜在価値を計画的に適正
に顕在化，統合しようというのがまさに社会開発なのである。この社会開
発によって地域社会はより高度に近代化されて，地域社会の成長，発展が
果されるのであるが，これは取りも直さず経済開発を実施する基盤を整備
し，また経済開発の結果発生する摩擦を除去したことになるため，より近
代化された段階における地域社会の経済開発を有効かっ円滑に促ながすこ
とになる。かくして「経済成長（経済開発〉は社会の成長（社会開発〕の
ための基礎的な準備段階であり，社会の成長（社会開発〕はさらにまた次
(3) 
の段階における経済の成長（経済開発）を促がず」という循環的，相互依
存的な関係が成立する。従って工業化による急激な社会構造の変革＝社会
変動は，社会開発そのものの展開を与件づけるものではあるが，さらには
経済開発をもその底流にあって与件づけるものともなっているのである。
(1) ここにいう「近代化J（｝）意味は，富永健ーの「近代化」概念の分類ICよれば第
三分類に属L，一般的IC「近代ならざるもの」から「近代Jへという漸次的移行
過程を指示L，従ってまた「近代化社会」の対概念はたとえば封建制というよ5
な特定のものではなくて，「前近代化社会」という不特定りものである。（宮永健
一「社会変動の理論」岩法書店昭和42年， 175頁〉
T四宮永健一「社会変動の理論」 195頁。工業化は普通第2次産業，特に工業にお
ける産業化を言うりであるが，これには三つの限定条件が付けられている。その
ーに営利ないLビジネスとして営まれていること，そのこに自由な労働と自由な
市場との存在を前提にすること，その三に生産過程が機械化されていること一一
こ白三条件である。そしてこり三条件を厳格に満たL得ているのは，現在のとこ
、ろでは工業とくに製造業だけであるという。
相）富永健一「社会開発りための基礎理論」〔「中央公論』昭和40年3月号） 70頁
2. 社会変動の内容
(1) 生産の場における社会変動
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地域開発の計画与件としての社会変動の具体的内容については，生産の、
場における社会変動と生活の場における社会変動との両側面から考察でき
(1〕
る。
まず生産の場における社会変動は重化学工業を主体とする大企業優先の
工業化によって，地域の農業・漁業とその他の中小地場産業の成立基盤が
動揺，破壊せしめられ，地域の人口構造，階層構造，就業構造に大きな変
化が生じるという形であらわれる。
第1に，就業構造の変化について考察すると，大工業中心の工業開発が
急速に進むと，当然地域の労働需要は急速に伸びる。したがって零細で生
産力の低い，また余剰労働力の残存している第1次産業は，大量の労働力を
要する第2次・第3次産業によってその労働を吸引されると共に，それが労
働賃金の安い若年労働力に集中するため，第1次産業はますます労働力が
不足し，その結果，生産力の低下，収益性の減少をきたす。それがさらに，
第1次産業からの労働力の離脱に拍車をかけるという悪循環を繰り返えす。
さらに第1次産業のみならず，第2次，第3次の零細な地場産業も，生産
性の高い資本の圧迫を受けて，その成立基盤はますます悪化していく。
第2に，人口構造の面では，地域開発による労働人口の増大と交通機関
の発達によって，人口増加の速度と規模は急速に大となり，また若年労働
力の需要は増加する反面，中高年労働力の需要は停滞するために，年令構
成においても，まず，流動性の高い若年層が増加し，しだいに幼少年，中
高年，老年層の順で増加する。産業別人口についても，当然，第2次・第
3次産業に就業する人口が増加するし，職業別人口もより複雑な構成をも
つようになる。
第3に，階層構造においては，大資本の導入によって，従来の零細，中
小企業層は縮少，消滅L，一方大量の農漁民層が賃金労働者層に転落する。
賃金労働者層が拡大してくると，それはしだいに安定的賃金労働者層と不
安定的，賃金労働者層に分離し後者はやがて低所得者層，要保護者層とし
て底辺に沈渡してくる。
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但） こりように生産の場（生産空間〕と生活の場（生活空間〉とを分けて考察した
りは，両者が明らかに矛盾，競合する本質をもっているからである。まず第1に
空間の変化D速度差の違いである。工業生産においては技術革新は急速に進行し，
それは生産空間目立地や妓摸，形態を加速度的IC早いサイクノレで変貌させるが，
人閣の生活空聞においてはいかに生活様式の革新がすすむとしてもそれはより大
きな慣性力をもってゆるやかに変化する。第2は環境の質的相違である。生物的
存在としての入閣が生命や健康を維持していくため白環演の巾は限られている
が，生産空間はエネルギー源り転換や情報処理技術D革新，新しい原料と加工方
法白開発などにみられるように環境白物理，化学的変化が急速に生じ，人間白生
物的適応力とは無関係に進行する。（日本部市学会編「地域開発理論と地方都市」
東京書店昭和叫年6月， 21頁〕
(2）生活の場における変動
次に生活の場における社会変動は「都市化」（Urbanization〕の現象と
してとらえることができる。「都市化」の概念規定は，それを考察する立
場や視点によって違いがあり，たとえば地理学では「都市化とは集落また
(1) 
は地域において都市的な諸要素が漸次拡大する過程である」と規定してお
り，人口学の分野では，都市化とは「ある地域社会が生産力の発展によっ
て蓄積された資本によって近代的な生産様式を発展させる現象であり，工
業化を主体的な原動力として，生産，流通，消費の各活動分野の担い手と
なる労働人口が国の経済発展に対応した形で吸収され，人口の集積が進行
(2) 
する状態をいうJと規定されている。前者は「都市居住者の思考様式，生
(3) 
活様式の社会的，内容的変化の状況」を意味し，後者は「都市環境の物理
(4) 
的，形態的変化の状況」を意味する。換言すれば，前者は「都市的生活様
(5) 
式，社会関係などの生成，拡大，浸透という社会過程としての都市化」で
あり，後者は「都市人口の増大といったデモグラフィ γク（人口学的〉な
(6) 
過程としての都市化」である。従って学者によっては，前者の都市的生活
様式の浸透過程を「都市主義」と称し，後者の人口都市集住過程を「狭義
【7)
の都市化」として区別している者もいる。
いずれにせよ「都市化」は地域社会の開発過程に生起する社会変動のー
態様として考察できる。すなわち「わが国の場合，集積と都市化について
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(8) 
先導的な役割を果してきたものは工業的集積〔＝工業化〕であった」が，
この工業化は「資本，労働力などの生産要素の地域的移動をもたらし，特
定の局所にそれらを集積，集中し，生産，流通，消費活動の中心的な場所
としての都市を形成する」にいたったのである。
開発過程における「都市化」という社会変動は生活の場としての地域社
会にどのような影響を与えるのであろうか。
まず，人口の都市集住というデモグラフィッグな過程としての「都市化」
においては，従来の地域社会は機能的，構造的な変化をきたL，そこにお
ける生活の性質も多様化，多元化する。
第1には，工業化にともなう「都市化」という現象を必然の傾向として
むしろ第1次的に是認し，そこから発生する物理的病理現象（産業公害，
交通マヒ，住宅不足など〕や社会的病理現象（少年非行，犯罪，麻薬中毒，
自殺，売春など〉の除去，予防については，第1次的なもののためには止
むを得ずとして第2次的な位置においてやることである。たとえば住民に
とって産業発展による増収，夫婦共働きによる収入増加，見ピーディーな
交通機関の発達，文明的消費財の購入，レジャーなどが第1次的に重要で
あって，このためには公害も，カギっ子も，あるいは長い通勤時間や危険
な交通ラ＂：／ ~もある程度は止むを得ない事態として受容する といっ
たことである。この場合に問題なのは，個人的であるいは家庭的な必要が
第1次的に重視され，地域社会としての必要は第2次的なものとして受け
とめることである。しかも第2次的にしか是認されないこの地域社会の必
要も結局は個人や個々の家庭の次元の問題として，うやむやのうちに消え
去ってしまう。こういう状況の場合には，いかに住民参加を中心とする公
的および民間の協力による地域活動が展開しても，空転するか，または結
果的にみて無意味な運動が%；意的に展開されるにすぎない。従って「都市
化」の第1の影響としては，地域社会が個人的，家庭的に分解して崩壊し
てしまうということである。
次に第2に，「都市化」によって，地域社会も性格的にみて，いくつか
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の類型に再編成されつつあるということである。たとえば大都市，大都市
郊外，新興地方都市，停滞地方都市，農山漁村のそれぞれの地域社会にお
いて，次元の異なった問題が生じてくる。大都市では過密の弊害が叫ばれ
る一方，農山漁村では過疎の弊害が叫ばれているのは，「都市化」によっ
て地域社会の生活が多元化していることを示す。大都市の過密化は必4主的
に郊外地域に無秩序な住宅建設，不法建築を増加させ，人口急増にもかか
わらず周辺中小都市は財政的に追いつけず，保育所，小中学校，道路，上
下水道などの住民生活に最とも基本的な公共施設すら作れないでいる。ま
た大都市の核心部は不法アパート群の急増で新しいスラム街が形成されつ
つあり，上下水道などの生活環境施設の立ち遅れ，道路交通の混雑，交通
事故，通勤通学難，大気汚染，水質汚渇，騒音などの公害の発生といった
ことが問題となっている。ところが今度は逆に農山村においては人口が激
減し，年令構成が老令化L，そのために防災，交通，教育，保健医療など
の地域社会の基礎的条件の維持すら困難になっている。このように「都市
化」は地域社会をその性格によって類型化すると共に，各類型ごとにそれ
ぞれ異質の問題を発生させている。
次に「都市化」のもうひとつの側面，都市的生活様式の浸透過程としての
「都市化」による地域社会の生活の場に対する影響は次のような三点になる。
第1に，「都市化」は都市住民の家族生活を大きく変化させた。すなわ
ち都市の家族においては家父長的家族制度が崩壊して，核家族化，家族構
成員の少人数化が進行L，この結果，老人問題，児童問題などについても
今までとは異なった新しい問題を投げかけている。
第2に，都市化にともなって，資本主義の高度化，急速な技衛革新は生
産，流通機構を一変させて大量生産，大量宣伝，大量販売，大量消費を出
現せしめたが，これによって人々の生活様式は画一化，均一化するととも
に，マスコミニュケーショ Yの発達は人々の思考様式までも画一的，受身
的なものにしてしまった。
第3に，「都市化」は住民の聞の相互認知関係を稀薄にして犀名性を濃
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厚にする。こうして居住地はいっそう無組織的な人々の集合体という性格
を濃く L，その結果，ますます地域的共同体の結合意織は衰微，崩壊して
L、っTこ。
(1), （：司木内信蔵他編「日本田都市化」古今書院昭和39年， 19頁， 21頁
(3），任）大薮寿 「都市化と社会福祉」（『月刊福祉~ 50巻8号） 34頁
(5), (6）倉沢進「日本の都市社会」福村出版昭和43年， 26頁
(7) 富永健一「社会変動。理論」 185ー 191頁
（自），（司地域経済問題調査会編「地域経済問題と対策」 25頁
lI 地域開発の目的
1. 目的概念に含まれた福祉志向性と生産志向性
地域社会〔community〕を「場」として展開する「開発」という一連
のinnovativeactionの向っていくべき方向ないし目標は何であろうか，
すなわち地減開発の究径の目標ないし目的は何であろうか一一これがここ
でとり上げらるべき重要課題である。
地域開発に関する政府関係諮問機関の，これについての見解は次のよう
である。
。昭和38年8月，人口問題審議会の意見
「福祉国家建設の見地から地境開発の理念ないし究極の目標は，人口
すなわち国民あるいは地域住民の真の福祉の向上にあるという点であ
る。」
。昭和38年9月，地域経済問題調査会の答申
「今日の地域開発の理念は，非貨幣的福祉を含む地域住民の福祉を向
上させることでなければならない。」
。昭和42年10月，経済審議会地域部会の報告
「地域政策の終極的な目標が地域住民の福祉の向上にあることはいう
までもない。」
いずれの見解も地域開発の目的は「地域住民の福祉の向上jであること
を諮っている。
地域開発政策白論理とそ白問題点 151 
しかも，この場合の「福祉」は住民個人の生活福祉の向上のみならず，
むしろ個人としての人聞を超えた社会全体の福止向上の意味が含まれてい
ることに注意すべきである。そうでなければ「開発」ということの特性と
してその公共性をいうことはできなくなる。「開発」は一一地域社会を「場」
として展開する地域開発に限らず，国民経済的観点で展開する国土開発と
いうことも含めて「開発」は一一個人の福止向上のみならず，それをも含
めた社会全体の福祉向上のためになされるべきである。従ってこれを地域
開発に限って言うならば，地域開発の目的は単に地域住民個人の福止向上
のみならず，地域社会全体の福祉向上をめざすものでなければならない。
このことは当然のことのようであるが，現今の都市化の進展にともなう生
活単位の個人化，原子化および地域社会の無組織化ないし崩壊ということ
を考えるならば，再度の確認をなすべきものと考える。
このような「福祉の向上」という目的概念の設定の背景には，現代国家
における国家観の変遷がある。すなわち個人の生活福祉の向上は個人の努
力によって達成すべきであるという夜警国家観から，国家が個人の生活福
祉のために積極的に働きかけ，さらには社会全体の福祉向上へと積極的に
誘導していこうとする福祉国家観へと変化したことである。夜警国家にお
いては，国家は個人の生活行為に干渉すべきではなく，むしろ個人の生活
行為が行なわれやすいように公共の秩序，治安の維持に努めれば十分て’あ
るとされてきた。しかし現代の福祉国家は，公的行政によって個人生活
（法人企業の経済活動も含む）を積極的に助長するという重要な役割をも
っているが，それも究極的には個人を超えた社会全体の福祉向上のためな
のである。「開発」の目的概念に公共性を根底とする「福祉の向上」とい
うことが掲げられるのは，このような福祉国家の理念がその背後に存在し
ているからである。
しかしこのような「福祉の向上」という，現代福祉国家観を背景として
設定された地域開発の目的概念は実は二つの意味を含む。その一つは「経
済指標にもとづく地域生産性の向上」ということであり，他の一つは「地
152 
域住民の生活水準ないし福祉水準の向上」ということである。そして前者
の「地域生産性の向上」ということは地域開発における経済開発の目的概
念であり，後者の「地域住民の生活福祉水準の向上」ということは地域開
発における社会開発の目的概念であると言える。
それでは経済開発の目的である「地域生産性の向上」と社会開発の目的
である「地境住民の生活水準の向上」というこのごつの対立的な目的概念
はどのような論理過程を経て「福祉の向上」という地域開発 経済開発
と社会開発とを含めた意味での地域開発 の目的概念へ止揚，結合され
ていくのであろうか。
それは一方において経済面での生産向上のプログラムである経済開発に
対して，経済開発も究極的には国民ないし住民の生活福祉の向上を目的と
するといった「福祉志向性」（welfare-oriented）を付加せしめ，他方に
おいて社会面での生活向上のプログラムである社会開発に対して，社会開
発も最終的には生産向上につながるべきであるとか，社会開発は経済開発
の先行条件を整備し，その阻害要因を除去するためのものであるといった
「生産志向性」（productionoriented）を含ましめるといった論理であ
る。
「生産性の向上」を目的とする経済開発に福祉志向性を含ましめる論理
過程をさらに分析すると，国家的行政施策として巨大な公共投資をもっぱ
ら産業基盤整備のために集中することによって，経済はより高度に成長す
る。経済の高度成長は一方では所得水準を向上せしめると共に，他方では
財政も強化されて生活環境基盤も改良される。従って全般的に住民の生活
水準は向上するーーといった論法からなっている。
しかしこのような産業基盤の整備→経済の高度成長→所得水準の向上と
生活環境の改善→生活福祉水準の向上といった論理過程はいくつかの間題
点を含む。
まず第1に，公共投資を産業基盤整備に集中することによって地域の産
業振興が図られ，これによって地方財政の強化がなされて，必然的に生活
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環境基盤の整備も伸びるというオプティミ λティッグな見方である。これ
は二重の錯誤をおかしている。その一つは，産業基盤整備のための公共投
(!) 
資の基本的役割は，社会資本として，民間の経済行動の下部を構成するイ
Yフラλ トラクチュ7となるというものであって，開発投資としての公共
投資は民間投資の効率を発揮させるための間接的，補完的な役割jをになう
にすぎず，巨額の開発投資の大宗はあくまで民間投資であるということが
十分に認識されていないことである。つまり開発投資には，国家および地
方自治体の行政措置として公的に行なわれる公共投資のみならず，その基
盤整備の上で誘導される私的企業の民間投資が，公共投資よりもむしろ大
きな比重を占めて存在しているということである。
しかもこの公共投資における投資効率と民間投資における投資効率とは
考えの基礎を異にしており，それぞれの効率計算は別の次元でなされる。
つまり民間投資は公共投資とは全く別個の投資基準によって行動する。こ
のことを錯誤するため，両者の聞にしばしば飽障が生じ，たとえば地方自
治体が無理をしながらも工場誘致のための基盤整備の先行投資をやっても
工場が来てくれないといった悲劇が起ったりするのである。次にもう一つ
の錯誤は，産業基盤整備にせよ生活環境基盤整備にせよいずれも公共投資
によって行なわれるが，この公共投資の優先順位は投資効率によって決定
されるという点をみすごしていることである。投資効率が公共投資の優先
順位を決定する，すなわち開発のための行政施策の取捨選択が投資効率を
クライテリアとするということは，効率の高いものが優先され，効率の低
いものは後廻しにされるということである。従ってたとえば農業や中小企
業などの低生産性部門の近代化などに対する投資はどうしても劣後的な地
位に置かれ，ましてや民生，教育，社会福祉などという極めて効率の悪い，
見方によって効率は零ともいえるようなサ｛ピ兄行政部門は余力があれば
やるが，そうでなければ後廻しという結果になる。かくして公共投資のクラ
イテリアが投資効率である限り，公共投資の配分はもっぱら産業基盤整備
に偏重され，投資効率の低い生活環境基盤の整備はいっこうにはかどらな
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【2)
いという事態になる。
次に第2に，所得水準の向上は住民の生活福祉の向上になるという点で
ある。しかし，はたして人間の福止は所得の向上によって達成されるもの
であろうか。地域経済問題調査会の計画部会報告は福祉ということを所得
や生産力などの「貨幣的福祉」のみならず，貨幣的メジャーでは測定できな
い「非貨幣的福祉」をも含めて概念規定しており，さらに両者を統合して，
福祉とは「人間の不満と欲求の充足」であるとしている。そして「福祉を
測定するために所得とか生産力とか貨幣で測定した指標を使用する場合が
多い」がこれはあくまで「統計資料の利用上，便宜的，表象的に使用し
た」にすぎず，これを福止の本質と置きかえて「福祉イコール所得である
という錯覚」におちいってはならないとしている。むしろ所得水準の向上
は住民の生活を苦しくするという逆説も成り立つ。というのは，開発が進
み財政投資を中心として貨幣（money〕が地域に流れこめば，それにつれ
て消費者物価も上昇し，またいわゆる都市化の進展にともなって生活様式
はより高度化し，住民の欲求水準もそれだけ高〈なる。従っていくら所得
水準が向上しても，住民の生活はますます苦しくなるばかりであるといえ
よう。 ? ? ? ?
?
福祉の向上
? ???↑? ?」????
???
?↑???
←＿，＿→l地域住民り生活福祉水準白向上
＋ 
生産志向性
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このように経済開発の目的概念と社会開発の目的概念との両者を地域開
発の目的概念へと止揚する論理過程には，いくつかの問題点が含まれてい
るのであるが，この地域開発の目的概念の論理構造を要約すれば，第4図
のように図示される。
(1）社会資本（Socialoverhead capital〕とは，生産活動に間接的に機能する公
共性をもった資本りこと。広義では，道路，鉄道，港湾，空港，電信，電話など
り交通運輸通信施設から電力，水道施設，農業用かんがい，排水施設，さらには
住宅，学校，病院，公園，博物館などの文化施設までも含めて，いっさいり公共
性のある間接資本を称するが，狭義では，交通運輸通信施設に限っている。
なお公共投資とは，社会資本。形成りために年々ふりむけられる政府〔地方自
治体を含める〉投資である。
また行政投資とは，政府投資から政府り企業的投資を除いたもの，すなわち政
府固有の役割を果すため白非収益的事業向け白投資むことである。
(2) 昭和38年9月白地域経済問題調査会D答申は，社会資本について，全国的効果
をもっ社会資本A，広域的効果をもっ社会資本B，狭域的効果をもっ社会資本C
D三つに分類している。
社会資本A －幹線自動車道，国鉄幹線，国際貿易港，電信電話幹線などの基
幹的な交通通信施設および教育投資。
社会資本B... 1級2級国道，大規模な産業基盤投資，大規模な水系総合開発。
社会資本C・・ 生活環境整備，中小規模白工場団地造成，農業関日系投資。
しかLこ白ように投資の波及効果の大なるも白から小なるものへとA.B. C 
o順に三段階1r分けることは，現実には，生活環境基盤整備のための社会資本C
をして，産業基盤整備のためり社会資本ABlc対して，二次的な取り扱いを受け
しめるこ左になる。事実，答申そのもりが，「社会資本Cは，地域住民の生産，
生活と直接IC結びつくものであって特に地域住民の欲求と経済発展との調和を図
りつつ，事業の重点的選択を行なうべきもりである」と述べることによって，社
会資本Cは社会資本A. Bよりも劣後することを結果的1r明記したことになって
いる。
2. 目的概念としての「福祉」の測定方法
地域開発の目的は， 「地域住民の福祉の向上」ということであったが，
この「福祉」の測定方法については現在のところ①世論調査，②人口移動
効率（M・E），③生活連関表，④総合生活指標の四つの方法が研究され
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ている。しかしこれらのいずれも欠点をもっており，しかも今だに満足す
べき程度の完成をみていないのであるが，次にこれらの簡単な紹介をして
(1) 
おこう。
（！）世論調査
生活福祉のいずれの商が劣っており，いずれの面を強化すべきかは，生
活主体である住民自身の意向を問うのが最も簡単な方法である。その地域
の福祉水準の現状を最も事実に近い状態で知っているのは，そこで生活す
る住民自身である。しかも民意を最大限に反映するという民主主義のたて
まえかちすれば世論に聞くということは，最も望ましい方法である。
しかし世論調査による方法にはいくつかの疑問点がある。
その第1に，質問（questionair）の設定方法をどうするかである。極
端にいえば，これいかんによって，どのようにでも結論を変えることがで
きる。設聞の対象者，設問の方法と内容，集計分析の方法，判断の方法な
どの技術面で，信頼しかねる点、があまりにも多い。
第2に，世論調査の本意は民意の把援にあるが，これと同じ〈民意によ
って設定された談会の意向をどのように調整するかということである。両
者が対立するような時に，どちらを選択すれば上いのか。
第31乙，仮りに世論調査が技術的に完全で，かつ議会よりも民意を反映
しているとしても，民衆の世論はどこまで地域開発の必要性，重要性を客
観的に認識しているかという難問がある。
(2）人口移動効率
このように世論調査の方法による福祉水準の測定には重大な欠陥がある
ため，次に考えられたのが人口移動効率（migrationefficiency〕による
方法である。これは人口がある地域から他の地域へ移動したということは，
その地域に生活する場合のプラスとマイナスを各自が総合的に判定した結
果，プラス面が多いから移動に踏み切ったということを根拠としている。
すなわち，人口移動の要因を生活格差，福祉格差におくのである。この人
口移動効率（M • E）の公式は次のようになる。
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人口移動効率（M.叫すx10o(lfと流山←流出人口）
M・ Eが10に近い程，両地域聞の格差は大きし零に近い程，格差は
小さいとみる。
しかしこの方法の最大の難点は，人口移動は必ずしも地域間の生活格差
によるものではないということである。さらにこのM・E公式は移動した
いという自律的要因によるものと，移動せざるを得ないという他律的要因
によるものに区別せずに考えていることである。
(3）生活連関表
，、口移動効率の致命的欠陥は，総合的でないということであった。そこ
で生活水準なり福祉水準なりを総合的に判定する方法とLて考案されたの
が生活連関表である。もともと生活というものは，それを構成するいろい
ろな要素，たとえば所得，住宅，道路，上下水道，教育，栄養等々から成
り立つ総合的，包括的な概念である。そしてこのように生活を支える諸要
素間には相互依存の一定関係があり，その相互関連を考慮して各生活要素
を充実する必要がある。たとえば所得がある一定の水準のときに就学率，
水道普及率，道路舗装率，乳児死亡率等々はどのくらいになるのが普通な
のかということを推論するのである。地域の福祉水準の向上のためには，
特定の要素だけを伸ばしたのでは駄目なのであって各要素聞の望ましい相
函関係を発見し，それによってパラ γスのとれた各要素聞の向上を図らね
＋まならない。
しかし生活連関表は標準的水準を出すために，その手法として，地域比
較を行なっている。しかし同じような文化パターンを持つ地域との比較な
らまだしも，文化パタ－ ＂＇の全〈異なる地域を比較しあって標準的水準を
出していることは疑問であり，経験的に標準とは言えても，絶対的な基準
になるとはいえない。
(4) 総合生活指標
こうして最後に生活水準の総合指標作成の試みが登場するのであるが，
これとても技術的難点をいくつかもっている。たとえば生活を規定する構
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成要素の分析方法，項目と指標の決定方法，各指標の算定方法およびそれ
らを総合する方法など非常に技術的に難しい点をもっている。
地域の生活水準を調査するについて，二つの異なった基本的態度がある。
その一つは，生活を規定するいくつかの構成要素に着目し，各構成要素の
計測を行ない，それ以上の総合化を否定する態度であり，他の一つは，何
らかの方法によって指擦を総合化L，単一の量であらわそうとする態度で
ある。
前者は国連の InternationalDefinition & Measurement of Stan-
<lards & Levels of Livmg, Report of a Committee of Experts 
convened by the Secretary General of the U. N., 1954において｛＂＇（；
表される態度であり，「生活水準はある種の量および諸関係を含む合成焼
念であって，その全体は単に構成諸項目を合計することによって示すこと
【2)
はできなし、」と述べている。また Reporton the World Social Sisu-
at10n with special reference to the problem of balanced social 
and economic development, 1961の中でも，「生活水準は保健衛生，
栄養，教育，住宅，雇用事情など，ひとつの指標に集めることのできない
諸々の部分からなるひとつのシステムとして考られるべきである。生活水
準を測定することができる限り，それは単一の量としてではなく，換算す
ることのできない幾つかの分量からなるひとつのパターンとしてあらわさ
く3)
れるべきである」と主張している。
後者については，総合化の方法としてこつあると言われている。その一
つは，生活水準に関連するすべての要素を貨幣的に表現してフローの概念
でとらえなおす方法である。たとえば住宅は家賃に換算しなおし道路など
は年々の償却費であらわすなどして，見トックはすべて金額指標によるフ
ローに換算しなおし，これによって総合指標を出そうとするものである。
他の一つは，生活水準に関連するフローとストックの諸指標や非貨幣的表
示の諸指標を並列させ，それらに適当なウェイトをおいて総合する方法で
あり，これはウエイトの与え方によって四つに区別できる。すなわち①特
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定の要素の他の全要素に対する貢献度によって，その特定要素にウエイト
づけする方法，②国民総生産がどのように各要素に配分されているかによ
って，それらの要素にウエイトをつける方法，③因子分析法によって各要
素にウエイトづけをする方法，③専門家の判定によって各要素にウエイト
づけをする方法ーーの四つである。
厚生省大臣官房企画室が昭和39年から実施した全国の市町村ベースの
143項目にわたる「保健福祉計画作成調査」〔総合生活指標の作業）は上の
前者，後者のいずれにも利用できる。この厚生省の総合生活指標は，自己
の地域と他の地域を比較することによって相対的に自己の地域の生活水準
を知ることができる。しかし比較する場合に注意しなければならないのは，
自己の地域の特性，たとえば性格，規模，立地条件などに類似した地域を
(4) 
比較の対象とすることである。
(1）以下において参考とした文献は，青井和夫「社会開発論。構想」（福武直編『地
域開発の構想と現実』東大出版会，所収），国民生活研究所「国民生活の構造分
析」昭38，同「都市町生活環境」昭42，国民生活局準備室「福祉水準白計測およ
び生活関連表。作成l己関するメモ」昭39，経済企画庁「国民生活に関する海外出
張報告一一生活水準D国際比較方法論について」科学技術センター「都市白総合
計画」昭41，厚生大臣官房企画室「住民自生活と新産業都市」などである。
(2) E/CN 3/179, E/CN 5/299, New York, 1954 （黒沼稔訳「生活標準お
よび生活水準白国際定義および測定に関する報告，国連1954年」科学技術庁資源
局資料第'29号昭35年1月〕
(3) E/CN 5/346/Rev 1, ST/SOA/42 New York, 1961 （厚生省大臣官房
企画室訳「世界の経済開発と社会関知昭和39年〕
(4）総合生活指標の指標項目。詳細については，小林陽太郎「社会計画白方針」（科
学技術センター『都市町総合計函』昭和41年所収），厚生省大臣官房企画室「総
合生活指擦の構想」（同編『住民の生活と新産業都市』昭和39年所収〉，保坂哲哉
「総合生活指擦の課題と役割」（『国土』昭和40年9月号〉を参照白己と。
IV 地域開発の実現過程 開発行政D展開一一
1. 開発行政のメカニズム
一般に開発は，行政施策として行政計画のもとに公共投資を主要な手段
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として行なわれる。従って開発の実現方式の問題は，開発行政のメカニズ
ムを解明することである。
もちろん開発は何も公共投資に限らず，私的企業による民間投資も行な
われる。しかし民間投資による開発はそれ自体独自の次元で展開されるの
で，資本（私企業〉と行政（政府〕との結びつきや，国民経済の調整など
興味ある問題が提供されているが，今ここでは，主限点を公共部門（pu-
blic sector）の問題に置いて，行政施策としての開発，すなわち開発行
政のメカニズムについて主として論じていきたいと思う。
開発行政のメカユズムの考察は，企画計画実施一実現という開発の
政策決定過程の観点からみる場合と，開発の主体者は誰かという主体的側
面からみる場合との二つの出発の仕方がある。この両者は結局は同じこと
を違った側面からみていこうというにすぎないが，ここではまず後者から
入って，前者の問題を扱うことにしたい。
開発の主体面からみた場合に，開発行政のメカニズムを構成する基本要
素は，①中央政府〔政府各省，公社公団その他の政府関係機関〕， ②地方
自治体（中間的な広域団体としての都道府県，基礎的団体としての市町村），
e住民（市民団体や市民集会を含む），＠私企業（民間ディベロ yパ｛）
の四者である。従って開発行政のメカニズムは，中央行政における開発行
政機構，地方行政における開発行政機構および住民の次元における開発行
政機構，さらには各々の相関関係を考察することによってその全部が明ら
かにされるのであるが，この際とりわけ地方自治体の占めている位置いか
んに重点、をおいて考察しよう。なぜならばここで問題としているのは地域
的観点からみた地域開発であって，国民経済的規模で展開する国土開発で
はないからである。
(!) 中央行政における開発行政機構の問題点
中央行政レベルにおける開発行政について，計画過程と実施過程に分け
Cl) 
て問題点を素描してみよう。
計画過程において最とも問題とされるべき点は，政府各省のセグYョナ
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Pズムである。開発は前述したように生産，生活の両面にまたがる広汎な
領域にわたるところから，いずれも政府関係各省庁の所管事項になんらか
のかかわりをもっている。そこからわが国の行政に伝統的に内在されてき
た強烈なセクショナリズムが，ますます露骨に助長されるにいたった。開
発が全行政の総合化を要求するものであるのに，このようなわが国の行政
に伝統的に内在するセクショナリズムの弊害はいくつかの大きな障害をも
たらしている。
その第1は，開発計画や開発立法の立案の過程で，それぞれの省が全く
エゴイλティッな構想を主張するために，それぞれの括抗の結果，その開
発計画や開発立法そのものが各省の妥協の産物として全く無原則な総花化
へと歪められてしまうことである。このような開発計画や開発立法の歪曲
・ft，事業の進捗をきわめて鈍化し多くの無駄を生むとともに，結局は部分
’的に手をつけたのみで最後まで完壁に完成されることなく，いつの間にか
立ち消えになってしまうことになる。
この典型的な例が新産業都市である。昭和37年5月4日の第40四国会で
新産業都市建設促進法が成立するまでの過程におい℃，自治省が「地方開
発基幹都市建設促進法案」（昭和35年8月〉，建設省が「広域都市建設法案」
〈同年9月〕，経済企画庁が「低開発地域工業開発促進法案」（同年11月〉，
通産省が「工業地帯開発促進法案」（昭和36年3月〕を， さらには自民党
が「地方工業都市建設促進法案」（同年9月〕を提出したため，これらの
諸案の調整がなかなかっかなかった。またこの他に新たに，農林，運輸，
労働の各省、が同法の施行に関係することを理由に，他の省庁との同等の関
係を主張したため，区域の指定，建設計画の承認などについて，これらの
各省庁との協議を要するものとなった。しかしこのような妥協の産物とし
ての新産業都市は，結局その後，一部の先進地域を除いてはそのみとおし
がたたなくなってしまったことは周知のことである。
次に第2の障害は，国土開発や地域開発に関連する特別法の濫発である。
しかもそれぞれの開発立法が相互に連携を欠き，全体としての一元性，統
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合性を欠いているため，それぞれの開発立法にもとづいて設置された計画
機関が，これまたそれぞれに分離独立して相互の連絡を欠いたままそれぞ
れに計画を策定している。たとえば全般的な企画調整機関として経済企画
庁があり，特定の地域を対象とした機関として首都圏整備委員会，近畿圏
整備本部，中部圏開発整備本部，北海道開発庁があり，また特殊の分野に
関する企画調整機関として建設省道路局，運輸省港湾局，農林省農地局，
経済企画庁水資源局等々がある。このような計画機関の一元性，統合性の
欠如は，開発計画そのものを混乱せしめ，それぞれの開発計画があるとき
は重複し，あるときは衝突したりで，本来，重点的に集中しておこなえば
効率的に計画も遂行されていくはずのものが，大変な無駄を生むことにな
っている。
第3に，これらのセクショナロズムを背景として事業の実施を担当する
ライ y部門たる各省庁が，それぞれの事業を実施するための事業別長期計
第 2表各省庁別公共事業計画一覧表
計画の名称 ｜事学費i期間｜所管省庁｜ 策定年月日
億円昭4和2～年4度6 建設省昭！2.和年3.2月2日閣議了解道路整備5ヶ年計画 6, 000 
港湾整備5ヶ年計画 ι500 !O～44 運輸省 40.8.27 閣議決定
住宅建設5ヶ年計画(670万戸） 41～45 建設省 41 7.29 " 
下水道整備5ヶ年計画 9,300 42～'46 建設省・厚生省 42.3.31 閣議了解
清画掃施設整備5ヶ年計 1,330 fl 厚生省 42 3.31 " 
治山事業5ヶ年計画 1,870 40、，44 農林省 40. 8. 27 閣議決定
i治水事業5ヶ年計画 I, 000 fl 建設省 fl " 
土地改良長期計画 26, 000 40～49 農林省 41. 3. 25 " 
森計林画資源le関する基本 fl fl 41 4. 1 " 
第3次漁港整備計画 1, ODO 38～45 fl 38 3.15 fl 
国鉄第3次長期計画 29,720 40～46 運輸省（国鉄〉 40 1. 22 閣議了解
電年信計電画話拡充第3次5ヶ 19, 000 38～42 郵政省（国鉄） 37.8. 9 経電営々委公員会社
空港整備5ヶ年計画 ], 150 !2～46 運輸省 48.3.22 閣議了解
（宮沢弘「新国土計画論」有斐閣より〉
地域開発政策白論理とその問題点 163 
画を策定している。その例をあげると第2表のようになる。
問題は，このように各ライ Yセクショ Yごとに（各省ごとに）個々の事
業別長期計画を作成することによって，ライ Y部門たる各省庁が)Jlj国独立
にそれぞれの立場で，開発に関する実質的な意思決定をしていることであ
る。このためスタッフ部門としての計画機関がそれらを統合調整をするこ
とは甚々むずかしくなっており，しばしばこれらの各省庁の個別jの長期計
画を単にとりまとめるだけに終っている。
このよい例が首都圏整備計画である。首都圏整備委員会が首都閤域を一
体としてとらえて総合開発計画を作成しようとしても，すでにこれらの各
省庁による事業別長期計画が先行しているため，結局はこれらの事業別計
画を寄せ集めたにすぎないものとなっている。
実施過程における開発行政の阻害要因は，第1に，実績主義の弊害であ
ろう。すなわち開発が「将来への展望をもって先行投資的事業を中核に展
関されていくものであるに対して，わが国の行政が事なかれ主義の先例踏
( 2) 
襲に終始してきたこと」である。道路行政や水行政なと・に典型的にみられ
る官僚的実績主義からは，国土開発や地域開発に必要不可決の新事態の発
生に対するみとおしゃ将来のピジョ Yといったことはとうてい生れ得ない。
従って開発事業の実施にあたっては，事業主体の組織構造そのものが，い
かなる事態の発生にも機動的に対応していける柔構造をもつべきであると
ともに，基本計画にしたがって，効率的合理的な先行投資戦略によって計
画目標の実現をはかるべきである。
第2に，多種多様の事業主体の乱立とそれからの全体としての総合的な
調整がとれていないことである。ひとつの開発事業に政府各省庁，公社公
団，公共企業，民間企業など多数の事業主体が関係してくるが，それら事
業主体相互はなんらの協同関係もなくそれぞれが事業を遂行している。こ
のために事業責任の所在が不明確になるとともに，開発事業そのものの進
捗が遅滞L，事業費の濫用，事業成果の計画とのくい違い等々，多くの無
駄を生じる。このためには事業主体相互の柔軟にして機動的な協同関係の
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確保が必要であるとともに，計画主体によるこれらの事業主体相互の調整
と統合化が必要である。
(1）わが国白開発行政機構自問題点を正面から扱った論文は少ないりであるが，そ
の中でも高〈評怖できるのは，佐藤竺「日本白地域開到未来社．昭和40年と，
宮沢弘「新国士計画論」有斐閣，昭和43年の二著作である。前者は開発行政の歴
史的考察を基礎l乙いくつかの事例研究をとおしてわが国白開発行政機構の問題
点を鋭く摘出しており，また後者は土地利用計画をテコICLて新しい開発行政p
展開を提案している。
(2）佐藤竺「日本の地域開発」未来社昭和40年， 288頁
(2) 開発行政における中央政府と地方自治体の関係
次に実際に中央政府（中央行政）と地方自治体（地方行政〉とが開発の。
ための行政投資をどのように分担しあっているか眺めてみよう。
行政投資を分担しあう方法には，大きく分けて二つある。その一つは，
事業の企画調整は中央政府が行ない，実施を地方自治体が行なうという機
能面での分担と，他の一つは，事業の種類によっていずれが計画，実施し
たら，より効果的かによって事業別に分担する場合である。わが国の現実
の制度としては，この両者の方法が折衷して用いられているようである。
地域経済問題調査会はその答申において，社会資本を，全国的波及効果
をもっ社会資本A，地方的波効果をもっ社会資本B，狭域的波及効果しか
もたない社会資本Cと三段階に分類したい，その意図は， Aを分担する投
資主体は中央政府， Bの投資主体は都道府県， Cの投資主体は市町村とい
うように，それぞれの段階の行政主体に社会資本形成のための投資を分担
させることにあったようである。
次の第3表は中央政府と地方自治体の聞で，事業の種類ごとに行政投資
の資金をどのように分担しているかを示めしたものである。
これでみると，災害復旧を含む国土保全，道路，港湾などの産業基盤投
資は中央政府が主体となっているが，都市計画，環境衛生，文教施設，厚
生福祉などの生活環境基盤投資は市町村が主体となっている。そして都道
府県が行政投資の資金負担の半分以上を占めるような事業がないことは注
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第 3表主要行政投資資金負担状混（昭和38年度〕
（単位百万円〉
費｜都道府県費！市町村費｜合 計
〔I〕ー船事業投資
道 路 25~42~4 ( 7) 1gs：~5 ~~5~g~ ci32日.236 0 0〕
都市計画 乱（2923.6〕 （弘24~08) ~~91~5 38.:65 (10 
港 湾 z!s~~~ ~~7~i5 ~~41~3 〕 dgo~。3~
農林水産 ~g0~60 
目3〕 ~o~§5 n5~~5 ~~~a~。9~
住 宅 ~~4~g5 z~:i~~~ no＇.~3 〕 ~~to~4。0〕
環境衛生 （~l~~~ 〔io9M ~~soig 〕 d6a80。5） 
厚生福祉 c~5~~3 （且334~3〕 1〔！o~~3 ciga2目5。1〕
治山治水 l~4~~7 〕 ~lo~g4 〕 c6:i4~s 〕 1r8o~g9 〕
海岸保全 13.13 3札083 da~§3 〕 c~8025。9〉(50.9〕 ( .7)
文教施設 ~~9~g~ ~~9~19 日） 10〔i／~5 201 65 (10.0 
失業対策 z~5~3 〕 ci75M 1~3~53 6) cr6o~b0 〕
災害復旧 8〔~7~~5〕 z~2~8~ t29~~5 ~~80590 .0〕
そ の 他 c99~？5 tl6'.36 日〉 ~~91~1 〕 1〔no~。i5
計 687,81 4~~9~§5 ~~5~i5 l, ngo~35 (45.4) 
(II〕公営企業 c5z:i~ ~~6I5 ~§弘.3~5 1~go:2。7〉
(I!）準公営企業 c96~62 〕 ~~s~i~ I~1;~9自6〉 1~b0~28 ( .0) 
（町〉収益事業投資 357 cn91S c16026〕4 (27.6) 
(V〕国民健康保険事業 387 2 935 c16036~ (28.9〕 ( 1.6〕 (69.
1 2 10 13 （＼~）公益質屋事業 ( 7. 7) (15.9) (7659〕 oo. o〕
総 計 703,701 (37.6) 610, 587 〔32.6) 5~~9sr 〕 1·n60~35 
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注① 自治省，「都道府県別行政投資実績調」より
＠都道府県費および市町村費の中には，地方交付税および補助金による
も白を含めてある。
①公営企業投資自細目 上水道，工業用水道，軌道，自動車運送，地
方鉄道，電気，ガス，そり他。
＠準公営企業投資自細目・ー・簡易水道，港湾整備，病院，市場，と畜場，
観光施設，宅地造成，公共下水道，造林。
目すべきであろう。
次に第4表および第5表によって投資主体別に行政投資分担の実態の詳
細を眺めてみよう。
第 4表年度別行政投資総額 （単位億円）
計卜般事町議まぬる問国望書童謡’
33 fj, 872 ~i790 00) hM5 ~iggo 〕
34 8, 156 6〔，1~~9〕 L〔1~~5 ~i312 25〕
35 弘957 ~i~6 〕 I〔，1~I6〕 4〔，l~~〕） 
36 13, 099 l~， 770 186) ~21~5 (i~~5 
37 16, 902 I~i~is 〕 ~2§~5 自c2~~日〉
38 19,050 152i~j 3〔，3~~5 [2~i5 
（自治省「都道府県別府政投資実績調」より〉
行政投資の総額は，昭和33年から昭和38年の5年間で約2～3倍に跳ね
上っているが，この行政投資総額のうち国庫が負担する資金額は，この5
年間約46～47%とほとんど変っていない。従って53～54%（半分以上〉が
すべて地方自治体の自己負担となっている。
さらに昭和38年度の都道府県が投資主体となっている行政投資額のうち，
その自己負担分は59%，市町村が投資主体となっているものについての市
町村単独の負担分は77%と，いずれも巨額の自己負担を強いられているこ
とに注目したい。
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第 5 表投資主体~u行政投資 （単位億円〉
年 度｜投資主体｜事 業 費 A l国の資金負担分BI B/A （幼
国 1, 131 ( 19%) 1, 026 ( 39%) 91 
都道府県 2, 482 ( 43%) 1, 130 ( 42%〕 46 
33 市 町 村 2, 177 ( 38%) 504 ( 19%) 23 
~ 、 計 5, 790 (100%〕 2,6印（100%) 46 
国 3, 883 ( 25%) 3, 363 ( 47再〕 87 
都道府県 ι623 ( 43再〉 2,697 ( 37%〕 41 
38 市 町 村 4,961 ( 32丙〉 l, 154 ( 16%〕 23 
合 計 15,467〔100丙〕 1. 214 ooo~，；） 47 
（自治省「都道府県別行政投資実績調」より〉
かくして地域開発の開発主体としての地方自治体が，その開発施策を推
し進めていくなかで，いかに巨額の自己資金を開発投資として投入してい
るかが分る。
すなわち開発行政の展開過程で，中央行政と地方行政の相関関係を示め
す第1の特質は，地方自治体が中央政府によって多額の危険な自己負担を
させられていることである。以前から進行していた地方財政の窮乏化は地
方自治体をして，むしろ積極的に地域開発に熱中させたが，現実には，逆
に，多額の開発投資の自己負担を課せられることになってしまい，地方財
政はますます窮乏化していくことになった。そしてもともと社会開発関係
の行政投資のほとんどは，国が面倒をみることなくして，地方自治体の手
にゆだねられており，しかも社会開発関係の行政投資，たとえば農漁業，
地元中小企業への助成などは投資効率が非常に低いし，また民生，教育，
社会福祉などのサーピ旦行政部門の行政投資にいたっては，はたして投資
効率があるのかさへ疑問視されているので，ただでさえ貧しい地方財政の
下で，投資効率の高いものから重点的に先行投資していこうとする場合に
は，効率の高い産業投資をまず優先せしめて，効率の低い社会開発関係の
投資は，できるかぎり抑えられ，あるいは後廻しにされてしまう。
要するに地域開発のための戦略的手段としての開発投資のうちの行政投
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資については，その大部分が，地方自治体が投資主体となっており，しか
も国が資金負担をする部分はわずかで， 60～80%が地方自治体の自己負担
となっている。この地方自治体の巨額の自己負担は，一方において，地方
財政を深刻な窮乏化へと追いやると共に，他方において，地方自治体に任
せきりの社会開発を自治体が実行することを困難にし，事実上，社会開発
をますます立ち遅らせることになった。
開発過程における中央行政と地方行政の相関関係として，第2の特質は，
地域開発主体であるという建前をとりながら，実際の地域開発における自
治体の活動に対しては強力な国家的規制が加えられていることである。
既に述べたように，わが国の中央行政レベノレにおける開発行政の阻害要
因は，セグショナロズム（縦割り行政〕というこであったが，この中央行
政のセグVョナリズムは官僚的中央集権主義によって地方行政レベルにま
で持ち込まれている。すなわち，たとえば建設省一県土木部ー市町村土木
課，あるいは農林省県農林部一市町村農務課，あるいは自治省一県地方
課一市町村総務課，あるいは経済企画庁ー県企画部ー市町村企画室などと
いった地方自治体の既存の行政機構が系列化されることである。このよう
なわが国の行政機構に特有のセクショナリズと官僚的中央集権主義による
中央地方の系列化は，地域開発行政において，中央政府が地方自治体に対
して干渉や統制をなすのに非常に有効な装置となっている。
地域開発における地方自治体の活動に対する国家的規制の内容をいくつ
かあげると，まず第1に，地域開発の開発主体は地方自治体であるとして，
自治体による自主的計画，あるいは少くとも自治体からの申請という手続
を踏むようになっても，それはあくまで表面的な形式上のものにすぎず，
多くの場合 大規模な開発事業が推進されるような場合は特に一地域開発
も国家的な行政施策とLて国民経済的見地に立って，あるときは国の直轄
事業として，またあるときは国が企画調整をして地方が実施にあたるよう
な事業として展開されることである。この典型例が新産業都市の建設であ
る。すなわち新産業都市建設基本計画の策定については，関係道県が地元
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に設置される新産業都市建設協議会の意見をきいて，内閣総理大臣の承認
を申請する。総理大臣の承認のためには地方産業開発審議会の審議を経る
とともに，関係省庁の協議が必要とされている。しかも関係道県による基
本計画作成の段階で，経済企画庁を中心とする関係省庁による計画策定作
業なと’についての行政指導が行なわれ，のみならず，その前の段階の地元
の建設協議会にも各省の地方支分部局長が参加する形をとっている。この
ように新産業都市建設という地域開発の場合には，関係道県による計画作
成の初期段階から幾重にも国家的規制の網が張りめぐらされているのであ
る。
次に第2に，地方自治体による地域開発に対する国家的規制は，開発の
ための行政投資が中央から地方へと流れる過程で顕著にみられる。第3表
によって産業基盤投資は中央政府が主体となっており，生活環境基盤投資
は市町村が主体となっているが，都道府県が開発投資の資金負担の大半を
占めるような事業がないことを示したが，これを第5表と照合することに
よって，開発資金のかなりの額が固から中間の都道府県を経由して末端の
市町村へと流れていることが分る。すなわち地域開発のための巨額の資金
が，事業別に，中央行政→府県行政→市町村行政というチャ Yネんを通じ
て流されているのであるが，この一連の開発資金の流れの中で府県当局，
市町村当局の自主性はますます後退，喪失せしめられ，地方自治体は単に
その開発資金が流れるパイプの役割しか果していない。これは開発行政に
おける国家的規制の強化に反比例して，地方自治体の開発行政がますます
形骸化，空洞化してい〈ことを暗示している。
2. 地域開的における地方自治体の役割
今日，都道府県，市町村を関わず，ほとんどすべての地方自治体が，そ
の地域の積極的な開発ないし経営を進め，あわせて行政の総合的な運営を
(1) 
はかるための長期の地域計画を策定する傾向が強くなっている。
しかしこの場合に，地域計画といっても，それは二つの意味合いを含め
て語られているようである。
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その一つは，地方自治体の本来の任務は，住民の身近にあって住民の日
常生活に必要な行政のサービスを提供することであるが，その本来の任務
を果すためになされる一般行政の総合的，計画的な執行を行なうための長
期計画である。すなわち自己の自治区域を総合的かっ計画的に「経営」し
ていくために作成される「経営計画」である。
他の一つは，区域内の産業の発展をめざして，その基盤の造成や整備を
なして，地域の振興をはかるという地域開発（とくに経済開発〉を目的と
して作成される長期計函である。すなわちこの場合は，地域を「開発」し
ていくために作成される「開発計画」である。
たとえば，第6表は市町村の長期計画の場合であるが，ここにおいて総
合計画策定の動機として，「行政の方向づけ」とか「行政の総合化」など
と答えた場合は，その長期計画は前者の「経営計画」の意味を波〈もって
第 6表市町村計画の策定動機
I I 
市町村合併 6 60 
人口急増急減 21 12 
行政の方向づけ 129 (67%〕 5 (21%〕
行政の総合化 97 34 
議会の要請 3 
市民の要請 2 
県 。要 請 19 
産 業 振 興 11 2 
企業進出・誘致 3 (15河〕 15 (15%〕
新産・工特指定 12 IO 
広域計画からの要請 14 I 
財 政 再 建 45 
そ の 他 21 I 
338 (100出） 185 (100再〉
注① I 昭和品年総合計画センター「総合計函策定状記調査」
I. －昭和40年 日本都市センター 「新しい都市財政調査」
① 印の項は当該設聞がアンケー ト調査にない項目。
③総合計画センター提供資料による。
地域開発政策白論理とそ白問題点 171 
おり，また「産業振興」「企業進出・誘致」「新産・工特指定」および「広
域計画からの要請」などと答えた場合は，後者の「開発計画」の意味が強
いといえよう。
この第6表で注目すべき点は，「開発計画」としての性格の強い地域計
画は，昭和40年のEの調査も昭和44年の工の調査もいずれも15%と変化し
ていないにもかかわらず「経営計商」としての性格の濃厚な地域計画は21
%から67%へと増していることである。このパーセ yテージの出し方その
ものに問題はあるが，しかし少くとも最近の傾向として大体において，「経
営計画」的な地域計画が多いことは指摘できょう。
このように最近は地方自治体がきわめて意欲的に地域の総合計画一経営
計画にせよ，開発計画にせよー長期計画の策定，実施に取り組んでいるが，
その理由として幾っかを掲げれば次の四点に集約できょう。
第1に，複雑に多面化，高度化していく行政需要の爆発的な増加への対
応のためである。その対応の仕方は，単に限られた財源で個別的，短期的
に解決していくというような消極的態度ではなく，もっと積極的に長期的
かつ総合的な視野で，自己の地域の経営と開発をすすめていこうとするも
のである。
第2に，中央各省や政府関係機関（公社・公団・事業団など）は，各々
の所管する事務・事業を個別に企画し，個別にその処理を地方自治体に要
求してくるが，総合的な組織体である地方自治体は，各個別の事務・事業
を総合調整して受けとめる必要があるためである。
第3に，地方自治体の行政は，それぞれの地域における住民生活を具体
的に直接の対象とせねばならないため，これらの住民のもつエネルギーを
地域の発展に向って合理的に秩序づけ，総合的に結集する必要がある。こ
のためにはその地域における住民の生活々動，生産活動の向っていくべき
共通の目標を確立せねばならない。
第4に，行政需要の質的・量的変化は従来からの旧態依然たる行財政制
度を根本的に揺さぶり，事実，多くの面で現行の行財政制度は現実に適合
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Lなくなっている。このために地方自治体の行政はその運営の合理化，効
率化をはかることが緊要のものとなっている。
ところでこのように地方自治体は，それぞれの地域の経営と開発のため
に，さかんに長期的，総合的な地域計画の策定，実施を行なっているが，
そもそも地域開発の実現にあたる主体者として地方自治体が最適任者であ
るという根拠は何であろうか。この点を明らかにすることによって地域開
発は，国民経済的観点ないし国家的視点によってではなくて，地域的観点
で考えられるべきであるという主張（工・ 1(3）参照〉も必然』甘に裏付けら
れると考える。
地犠開発の推進にあたる開発主体は 計画主体および実施主体の双方を
含めて一地方自治体がうけもつべきであるということの根拠をはじめに要
約して簡単に言うと，地域開発の実現にあたって要求されるのは，それが
まずなによりも民主的に，しかも総合的になさねばならないということで
あるが，地方自治体はこの＜民主性＞とく総合性＞というこつの要件をそ
の制度そのものの中に本質的に内在せしめている ということである。
まず第lに，地域開発の実現にあたってはその＜民主性＞を不可欠とす
るということの意味であるが，地域開発の目的は「地域住民の福祉の向上」
ということであった。そしてこの「住民の生活福祉の向上」という住民中
心の目的に向って，一方に産業振興をはかることによって所得水準を引き
上げ，これによって住民の経済生活を豊かにするとともに，住民の生活環
境を物的にも精神的にも能率的で安全な，しかも健康で快適なものへと造
成・整備していくことが地滅開発の内容であった。従ってその目的におい
ても，内容においても，その地域に生活する住民が中心となっている。し
かも地域開発の実現過程においては，住民の日常的な生活行動が醸成する
社会的資源を活用して，そのエネルギーを開発の推進力とLて利用するた
め，住民の積極的な協力参加を必要不可欠とする。従って地域開発の実現
にあたっては，住民が主となっていることを忘れてはならない。かくして
地域開発の本質として，まずく民主性＞ということがあげられるべきであ
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る。
第2に，地域開発のく総合性＞ということであるが，これについては，
(2) 
y yェyソーんが地域開発を指して称した「無縫の織物」という言葉をま
つでもなく，既に周知のことであろう。すなわち地域開発は個々に独立的
なものではなく，相互に関連性を有する総合一体的なものなのである。端
！的に言えば，地域開発は，諸要素の有機的関連をもった一つの＇：／；＜.テムな
のである。
このように，一方に地域開発は＜民主性＞と＜総合性＞ということをそ
の本質とするのであるが，他方にまた地方自治体もその制度の本質として
く民主性＞＜総合性＞ということを内在せしめている。
都道府県や市町村といった地方公共団体による地方自治制度が民主主義
の原則を基本原理としていることはいうまでもない。すなわち住民による
知事および議会議員の直接選挙制度，諸種の直接請求権，あるいは住民監
査請求および住民訴訟など直接民主制的要素の濃厚な諸制度によって法制
上，その＜民主性＞の確保がなされているのみならず，政治的にも，地方
自治体の行政運営に住民が参与する部面は大巾に導入されている。しかし
むしろ地方自治体がその制度的本質として＜民主性＞を要求されるのは，
地方自治体による地域行政が，それぞれの地域において， l住民の生産・生
活々動を具体的に直接の対象としているため，その地域の特性に応じて，
その地域に生活する住民の意思に即応して行動していかねばならないとい
うところからくる。すなわち地方自治体は，住民の民主的な監視の下に，
地域の実態を踏まえ，地域の諸要素に最大限に即応し得る唯一の行政組織
体であるところに，地方自治体がその制度本質として＜民主性＞をもっ所
以がある。このように住民の生活と直結して，地域の特性を生かしつつ，
地域住民の意思を十分に汲みあげることのできる地方自治体は，地域住民
の生活福祉の向上を直接の目的する地域開発の最とも適切な推進主体とい
えよう。
また，地方自治体の地域行政は，その制度・運営を通じて，行政の総合
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調整がかなり有効に行なわれているが，この地方自治体のもつく総合性＞
の理由は，第1に，自治体の首長たる知事や市町村長の下に，行政が一つ
の意思によって進められていることである。自治体の首長は，その掌握す
る財政権と人事権を背景に， トップマネージメント体制jに支えられて相当
に強力なリーダ－Y，，プを発揮できる。この自治体首長の強力な統轄権は，
行政の総合調整をかなり有効に行なうことを可能にしている。第2に，自
治体は経済行政から生活行政にいたるまで，きわめて広範な事務・事業を
所掌しており，総合調整の対象となるような事務・事業の多くを自己の部
局に保有しているのみならず，企画調整にあたるスタッフ部門とその実施
にあるライン部門とを同時にみずからの部局に保有しているととである。
かくして地方自治体を，地域開発推進のための開発行政主体としてみる
ならば，自己の地域の開発計画の策定主体となり得ると同時に，その開発
事業の実施主体ともなり得る。しかも計画の対象は経済開発から社会開発
にいたるまで広範で多面的であり，しかも自己の地域に限らず，さらに上
位の計画（全国計画，圏域計画，政府関係機関の事業計画なども〕含めて
計画を考慮しなければならないのであるが，地方自治体の＜総合性＞をも
った開発行政機構はこれを十分に可能にしている。また計画のみならず実
施にあたっても，自己の単独事業のみならず国や政府関係機関の直轄事業
など次元の異なる各種の開発事業の実施が要請されるが，地方自治体の総
合調整機能は，これらの有効な処理を可能にしている。
Il 府県計画の策定状況については，宮沢弘「新国土計画論」有斐閣rJ37頁，およ
び全国知事会編「府県政白書」第一法規の245頁を参照りこと。
また市町村計画については，都市センター 「新らしい都市財政」 39頁，および
総合計画センター「総合計画策定状況調査E」36～46頁を参照りこと。総合計画
センタ－rJJ7ンケー トによると，昭和44年4月現在，回答申あった229市白うち，
長期計画をもっ104市は市で，目下策定中町市を含めると 194市，策定を考底中
町市は28市である。
(2) D ・ E・リリエンソ－Jレ著，和田小六訳「TVA－民主々義は進展するー」岩
波書店昭和24年， 71頁。
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リ＇）ヱンソ －）レは言う，「私は TVAで得た経験から，こり目的を達するには
なお三つの理念が絶対に必要だということを確信するようになった。第11<:1ま資
源D開発は自然自体。一体性によって支配されなければならないこと。第2に
は，民衆が開発に積極的に参加しなければならないこと，である。J（同書9頁〕
おわりに
本稿の意図は，突に広範な問題領域を含む地域開発について，その基本
的な考え方ないし論理構造を整理しておこうということであった。
しかし本稿において論じ残した問題が幾っかある。その第1は，経済開
発と社会開発の均衡関係である。第2は，新全国総合開発計画に語られて
いる大規模プロジュクトのような国家的視野に立って超地域的に展開され
る開発プロジzグトと，あくまで地域的観点、で推進される地域開発との関
係である。第3は，国民経済と私的経済との関係であるが，これは公共投
資基準およびその波及効果と，それとの関係で民間の設備投資がどのよう
に作用していくのかといった開発投資の波及効果の問題として展開できる。
第4は，地域開発における民間ディベロッパーの問題があるが，これは地
域社会に対する民間企業の社会的責任の問題とひっかけて論じ得る。第5
は，開発行政の問題で，地域を一つのシステムと考えれば，地域開発はγ
ステムズ・ 7ナリスとパジェティ，，，!Iの問題となる。すなわち地域開発に
P. P. B. Sを応用できないかという問題である。
なお，本稿は昨年（44年〉春に完成したものであるため，一部のデータ
がすでに古いものとなっている。印刷化が遅れたため，古い素材を語るこ
とになってしまった不手際をおわひeする。
